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第１５回通常総会次第

 
１ 開 会 

 
２ 来 賓 紹 介 

 
３ 会 長 挨 拶 

 
４ 議 長 選 出 

 
５ 議事録署名人選出 

 
６ 議 事 
 議案 第一号議案 令和 7 年度事業報告並びに収支決算報告承認の件 

 第二号議案 役員一部変更承認の件 
 
報告 ⅰ．令和 8 年度事業計画並びに収支予算報告 

ⅱ．税制改正アンケート実施状況報告 
 

７ 法人会功労者感謝状贈呈 
 
８ 宇都宮税務署長感謝状贈呈 

 
９ 来 賓 祝 辞 

 
１０ 閉 会 





第第一一号号議議案案

令令和和７７年年度度事事業業報報告告並並びびにに収収支支決決算算報報告告承承認認のの件件

令令和和７７年年度度事事業業報報告告
並並びびにに収収支支決決算算報報告告

自 令和７年４月 １日
至 令和８年３月３１日

公益社団法人 宇都宮法人会
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令令 和和 ７７ 年年 度度

事事 業業 報報 告告 書書
  

自 ： 令和７年４月 １日 
至 ： 令和８年３月３１日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

公公益益社社団団法法人人 宇宇都都宮宮法法人人会会  
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令令 和和 ７７ 年年 度度

事事 業業 報報 告告 書書
  

自 ： 令和７年４月 １日 
至 ： 令和８年３月３１日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

公公益益社社団団法法人人 宇宇都都宮宮法法人人会会  
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令和７年度事業概要報告

（自．令和７年４月１日 至．令和８年３月３１日）

宇都宮法人会は、公益社団法人の法律要件を踏まえ、『税のオピニオンリー

ダーとして、企業の発展を支援し、地域の振興に寄与し、国と社会の繁栄に貢

献する経営者の団体』として、法人会の基本的指針である納税意識の向上と会

員企業の自己研鑽および、社会の健全な発展に貢献するため公益目的事業を中

心に各種の事業活動を展開した。

組織については、会員数の純増および前年度を上回る加入率を目標に、役員

をはじめ関係機関の協力を得て１０月～１２月を第一次、２月～３月を第二次

会員増強月間として取り組み、新会員の獲得に力を注いだ。結果、新規会員２

１７社の入会を獲得したが、退会が２２８社となり、退会社数が入会者数を上

回った。事業年度末の会員数は１１社減の５，９９７社となった。

研修事業については、会員の自己研鑽の支援、地域企業の健全な発展を目的

に、各種業務研修並びに職務階層別の研修を実施。また、「時局講演会」や税

を考える週間行事の一環として実施している「秋季講演会（税理士会と共催）」

を計画通り実施した。

広報活動においては、広報誌による本部・支部・部会の事業活動報告、事業

開催予定、会員ＰＲのための会員企業紹介、税務関係情報、健康情報の発信、

ホームページ並びに地元新聞による一般市民に対する事業活動ＰＲ及び公益目

的事業を中心とした事業開催の周知徹底を図った。広報誌については、事業計

画通り年４回発行した。
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令和７年度事業概要報告

（自．令和７年４月１日 至．令和８年３月３１日）

宇都宮法人会は、公益社団法人の法律要件を踏まえ、『税のオピニオンリー

ダーとして、企業の発展を支援し、地域の振興に寄与し、国と社会の繁栄に貢

献する経営者の団体』として、法人会の基本的指針である納税意識の向上と会

員企業の自己研鑽および、社会の健全な発展に貢献するため公益目的事業を中

心に各種の事業活動を展開した。

組織については、会員数の純増および前年度を上回る加入率を目標に、役員

をはじめ関係機関の協力を得て１０月～１２月を第一次、２月～３月を第二次

会員増強月間として取り組み、新会員の獲得に力を注いだ。結果、新規会員２

１７社の入会を獲得したが、退会が２２８社となり、退会社数が入会者数を上

回った。事業年度末の会員数は１１社減の５，９９７社となった。

研修事業については、会員の自己研鑽の支援、地域企業の健全な発展を目的

に、各種業務研修並びに職務階層別の研修を実施。また、「時局講演会」や税

を考える週間行事の一環として実施している「秋季講演会（税理士会と共催）」

を計画通り実施した。

広報活動においては、広報誌による本部・支部・部会の事業活動報告、事業

開催予定、会員ＰＲのための会員企業紹介、税務関係情報、健康情報の発信、

ホームページ並びに地元新聞による一般市民に対する事業活動ＰＲ及び公益目

的事業を中心とした事業開催の周知徹底を図った。広報誌については、事業計

画通り年４回発行した。

福利厚生事業においては、さらなる福利厚生事業の充実と制度加入企業数の

増加を図るため、受託３社と連携し、福利厚生制度推進に努めた。また、会員

企業の健康管理に寄与するため、指定病院等にて生活習慣病予防健診（４６８

名受診）および人間ドック健診（２２６名受診）を実施した。

社会貢献活動では、チャリティゴルフ大会によるチャリティ基金等で福祉施

設（３ヶ所）及び親と子どもの居場所（２ヶ所）に備品を寄贈した。

また、青年部会では、管内小学校高学年生を対象とした「税金ウルトラクイ

ズ」を実施。さらに、女性部会では、２７年連続の「手作り介護用品寄贈」を

行うなど、各支部・部会も地域に密着した社会貢献活動を実施した。

なお、本年度は租税教室を１８支部で２８校の小学校で実施し、租税教育事

業の充実を図るとともに、女性部会主催の「税に関する絵はがきコンクール」

の募集を行い２４校から１８７枚の応募を得た。

税制提言活動については、本年度も会員へのアンケートを実施し、アンケー

ト結果をとりまとめ、県連へ報告した。また、全法連が作成した税制改正提言

書を使用し、宇都宮市長及び市議会議長等並びに上三川町長及び町議会議長等

への提言を行った。
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１．事　業
　　公公１１　　税税関関連連事事業業
　　　　・税知識の普及を目的とする事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公益目的事業１-１）

　　　　・納税意識の高揚を目的とする事業　　　　　　　　　　　　　　　　 （公益目的事業１-２）

　　　　・納税及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業　（公益目的事業１-３）

開　催　地

決算法人説明会 令 和 ７ 年 ５ 月 宇都宮市 ３６ 人

〃 〃 〃 ３９

〃 〃 ８ 月 〃 ３１

〃 〃 〃 ３５

〃 〃 １ １ 月 〃 ２６

〃 〃 〃 ４１

〃 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ５３

〃 〃 〃 ３６

新設法人説明会 令 和 ７ 年 ６ 月 〃 ７

〃 〃 １ ０ 月 〃 ８

〃 令 和 ８ 年 ２ 月 〃 ４

年末調整説明会 令 和 ７ 年 １ １ 月 〃 １７２ （午前）

〃 〃 １８９ （午後）

広報委員会 令 和 ７ 年 ６ 月 〃 １４

〃 〃 ９ 月 〃 １７

〃 〃 １ ２ 月 〃 １３

〃 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 １８

広報事業（広報誌発行） 令 和 ７ 年 ４ 月 〃 ６，２５０ 部

〃 〃 ７ 月 〃 〃

〃 〃 １ ０ 月 〃 〃

〃 令 和 ８ 年 １ 月 〃 〃

広報事業（ホームページ掲載） 〃 ―

税制委員会 令 和 ７ 年 ９ 月 〃 １０

〃 〃 １ ２ 月 〃 １２

税制改正提言書交付 令 和 ７ 年 １ １ 月 上三川町 ８

　上三川町長・町議会議長

税制改正提言書交付 〃 宇都宮市 １２

　宇都宮市長・市議会正副議長

【租税教室】

上三川支部 明治南小学校 令 和 ７ 年 ５ 月 上三川町 ２ ９ 人

清住塙田支部 東小学校 〃 ６ 月 宇都宮市 ２ ３６

細谷戸祭支部 昭和小学校 〃 〃 ２ ６１

城山支部 城山西小学校 〃 〃 ２ １５

上河内支部 上河内西小学校 〃 〃 ３ １５

馬場宮園支部 中央小学校 〃 〃 ２ ２６

陽南幕田支部 陽南小学校 〃 〃 ４ ５７

西原花房支部 西原小学校 〃 〃 ５ ４４

〃

毎月

〃

（児童数）

令和７年度事業報告
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

〃

〃

行　　事　　名 開　催　年　月 人　　数 摘　　要

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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開　催　地

石井横田支部 瑞穂野北小学校 令 和 ７ 年 ６ 月 宇都宮市 ３ 人 １６ 人

御幸平出支部 平石中央小学校 〃 〃 ２ ７

マロニエ支部 海道小学校 〃 〃 ２ ３８

さくら支部 姿川中央小学校 〃 〃 ３ ３８

中央支部 簗瀬小学校 〃 〃 ２ ８７

清原支部 清原北小学校 〃 ７ 月 〃 ２ ２１

雀宮支部 新田小学校 〃 〃 ４ ８８

清原支部 清原南小学校 〃 〃 ２ ４３

北支部 篠井小学校 〃 〃 ２ １３

北支部 豊郷北小学校 〃 〃 ２ ４５

河内支部 岡本小学校 〃 〃 ２ ４０

御幸平出支部 平石北小学校 〃 ７ 月 〃 ３ ２４

駅東支部 今泉小学校 〃 ９ 月 〃 ３ ９６

清原支部 清原中央小学校 〃 〃 ２ ６１

西原花房支部 西小学校 〃 〃 ５ ２６

城山支部 城山東小学校 〃 １ １ 月 〃 ２ １７

マロニエ支部 錦小学校 〃 １ ２ 月 〃 ３ ４７

駅東支部 城東小学校 〃 〃 ３ ６９

陽南幕田支部 緑が丘小学校 〃 〃 ４ ６０

北支部 国本中央小学校 〃 〃 ４ ５２

青年部会

　税務研修会 令 和 ７ 年 6 月 宇都宮市 ３１

　第８回税金ウルトラクイズ 令 和 ８ 年 ２ 月 〃 ３２ ７９ 人

女性部会

　広報委員会 令 和 ７ 年 ６ 月 〃 ５

〃 〃 ９ 月 〃 ４

〃 〃 １ ２ 月 〃 ３

〃 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ６

　税に関する絵はがきコンクール 令 和 ７ 年 ７ 月

作品募集 ～ ９ 月 〃

〃 審査会 〃 １ ２ 月 〃 １３

〃 表彰式 令 和 ８ 年 １ 月 〃 ７

　新春税務研修会 〃 ２ 月 〃 ２１

令 和 ７ 年 ９ 月 北海道 ３

全法連「全国大会高知大会」 〃 １ ０ 月 高知県 ２

〃 １ １ 月 山梨県 １１

国税局長講演会 令 和 ７ 年 １ １ 月 宇都宮市 １３

人　　数

小学校２４校

１８７枚

（応募数）

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

（参加児童数）

〃

〃

全法連「全国女性フォーラム北海道大会」

行　　事　　名 開　催　年　月 摘　　要

　講師 宇都宮税務署副署長 阿部辰範氏

　演題 「知っておきたい税知識」

演題「税務行政の課題と展望」-デジタル

 トランスフォーメーションと国際化への対応-

　演題「超高級車にまつわる税金エトセトラ」

　講師 宇都宮税務署副署長 田中厚司氏

全法連「全国青年の集い山梨大会」

講師　関東信越国税局長　中村　稔 氏
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開　催　地

宇都宮税務署長講演会 令 和 ７ 年 １ １ 月 宇都宮市 ４６ 人

税の百人一首表彰式 令 和 ８ 年 ２ 月 〃 ５８

　　公公２２　　地地域域企企業業のの健健全全なな発発展展にに資資すするる事事業業

開　催　地

研修小委員会 令 和 ７ 年 ５ 月 宇都宮市 ３ 人

研修委員会 〃 ９ 月 〃 ８

〃 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 １５

〔経理実務セミナー〕

令 和 ７ 年 ７ 月 〃 ２６

〔労務管理・法律セミナー〕

社会保険・労働保険セミナー 令 和 ７ 年 ６ 月 〃 ２１

〔人材育成セミナー〕

新入社員・若手社員ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ 令 和 ７ 年 ４ 月 〃 ３５

〃 〃 〃 ２２

〔パソコンセミナー〕

仕事に役立つExcel入門セミナー 令 和 ８ 年 ２ 月 〃 １３

新聞広告 毎月 ―

時局講演会 令 和 ７ 年 ９ 月 〃 ５０

秋季講演会 令 和 ７ 年 １ １ 月 〃 ６２２

女性部会 令 和 ７ 年 １ ２ 月 群馬県 ３

インターネットセミナー 通年

一般教養、法律、労務、人材

育成、健康、政治経済、著名

人他　セミナー数７００講座

摘　　要

アクセス数

17,561件

行　　事　　名 開　催　年　月 人　　数 摘　　要

よくわかる経理の基本と実務セミナー

行　　事　　名

演題　「日本経済の現状と展望」

講師　株式会社第一生命経済研究所

演題　「大丈夫だよ、がんばろう！」

講師　お笑いタレント

　　　　　　　山田　邦子　氏

　関信局連女連協合同セミナー

　　　　経済調査部 首席エコノミスト

〃

　応募数　1,605首

　（内訳）社会人5首、高校生151首、中学生1,015首、小学生434首

開　催　年　月

受賞者33人

演題　「税務行政のDXとD＆I」

講師　署長　能勢　幸治 氏　

人　　数

　　　　　　　　　　永濱　利廣　氏
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　　公公３３　　地地域域社社会会へへのの貢貢献献をを目目的的ととすするる事事業業

開　催　地

社会貢献活動委員会 令 和 ７ 年 ９ 月 宇都宮市 １４ 人

〃 〃 1 2 月 〃 １６

〃 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 １７

宇都宮市内５施設に備品寄贈 令 和 ８ 年 2 月 〃 ３

〃 〃 ４

細谷戸祭支部 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ２

　管内小学校へ備品寄贈

マロニエ支部 令 和 ７ 年 1 2 月 〃 ３

　管内小学校へ備品寄贈

御幸平出支部 令 和 ８ 年 １ 月 〃 ５

　管内小学校へ図書寄贈

駅東支部 令 和 ７ 年 １ １ 月 〃 ４ 今泉小学校

　管内小学校へ物品寄贈

石井横田支部 令 和 ７ 年 １ ２ 月 〃 ２

　管内中学校へ備品寄贈

陽南幕田支部 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ７ 陽光小学校

　管内小学校へ花苗寄贈

さくら支部 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ４

　管内小学校へ備品寄贈

西原花房支部 令 和 ８ 年 １ 月 〃 ６ 西原小学校・

　管内小学校へ物品寄贈 西小学校

清住塙田支部 令 和 ７ 年 １ １ 月 〃 ２ 東小学校

　管内小学校へ備品寄贈

馬場宮園支部 令 和 ８ 年 １ 月 〃 ３ 中央小学校

　管内小学校へ備品寄贈

中央支部 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ２

　管内中学校へ備品寄贈

北支部

令 和 ７ 年 ８ 月 〃 ５

　管内小学校へ図書寄贈 令 和 ８ 年 １ 月 〃 ３

　　　〃　　　　　 令 和 ８ 年 ２ 月 〃 ３

清原支部 令 和 ８ 年 １ 月 〃 ３

　管内中学校へ備品寄贈

城山支部 令 和 ７ 年 １ ２ 月 〃 ３

　東日本盲導犬協会へ備品寄贈

河内支部 令 和 ７ 年 １ ２ 月 〃 ２ 白沢小学校

　管内小学校へ備品寄贈

上三川支部 令 和 ８ 年 ３ 月 上三川町 ３ 明治中学校

　管内中学校へ図書寄贈

上河内支部

　管内中学校へ備品寄贈 令 和 ７ 年 １ １ 月 宇都宮市 ２

令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ２

　タッチペン寄贈

開　催　年　月 人　　数

陽東・横川・

瑞穂野中学校

国本中央小学校

豊郷中央小学校

平石中央小学校

晃宝・豊郷北・

上河内中学校

行　　事　　名

上戸祭小学校

姿川中央小学校

姿川第二小学校

旭中学校

清原中学校

中央・西小学校

上河内東・

摘　　要

〃

　イベント会場への簡易トイレ設置費用寄付

　管内小学校タブレット端末
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開　催　地

青年部会

　フェスタｍｙ宇都宮２０２５ 令 和 ７ 年 ５ 月 宇都宮市 １０ 人

　　　　　　　 税の啓発運動

　社会貢献活動委員会 〃 ４ 月 〃 １９

　　　〃　　　　　 〃 ７ 月 〃 ２０

　　　〃　　　　　 〃 ９ 月 〃 １１

　　　〃　　　　　 〃 １ ０ 月 〃 １１

　　　〃　　　　　 〃 １ １ 月 〃 １７

　　　〃　　　　　 〃 １ ２ 月 〃 ２５

　　　〃　　　　　 令 和 ８ 年 １ 月 〃 ２２

　　　〃　　　　　 〃 ３ 月 〃 ２２

女性部会

　フェスタｍｙ宇都宮２０２５ 令 和 ７ 年 ５ 月 〃 ６

　　　　　　　 税の啓発運動

　社会貢献活動委員会 令 和 ７ 年 ６ 月 〃 ７

　第1回寄贈用介護用品作製会 〃 ７ 月 〃 １６

　第2回　　　　〃 〃 ８ 月 〃 １５

　国立病院機構宇都宮病院へ 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ３

介護用品寄贈

　　〇〇　　会会員員のの福福利利厚厚生生にに資資すするる事事業業

開　催　地

支部長・組織厚生合同会議 令 和 ７ 年 ９ 月 宇都宮市 ５８ 人

支部長・厚生委員長会議 令 和 ８ 年 １ 月 〃 ４３

厚生委員会 〃 ３ 月 〃 １７

女性部会

　厚生委員会 令 和 ７ 年 ５ 月 〃 ６

①経営者大型保障制度の 通年

普及推進（案内・周知）

②ビジネスガードの普及推進

（案内・周知）

③がん保険制度の普及推進

（案内・周知）

④貸倒保障制度（取引信用保

険）の普及推進（案内・周知）

⑤生活習慣病予防健診・人間

ドック健診

行　　事　　名

行　　事　　名

開　催　年　月

受診者数

人　　数

開　催　年　月 人　　数 摘　　要

摘　　要

生活習慣病予防健診468人・人間ドック健診226人
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　　〇〇　　会会員員のの交交流流及及びび会会員員増増強強にに資資すするるたためめのの事事業業

開　催　地

支部長・組織委員長会議 令 和 ８ 年 １ 月 宇都宮市 ２７ 人

細谷戸祭支部 新会員訪問 令 和 ７ 年 ９ 月 宇都宮市 ２

マロニエ支部 　　　〃 〃 〃 〃 ２

御幸平出支部 　　　〃 〃 ７ 月 〃 ２

駅東支部 　　　〃 〃 ９ 月 〃 ３

石井横田支部 　　　〃 〃 ８ 月 〃 ２

陽南幕田支部 　　　〃 〃 〃 〃 ２

さくら支部 　　　〃 〃 ７ 月 〃 １

西原花房支部 　　　〃 〃 ８ 月 〃 ２

馬場宮園支部 　　　〃 〃 1 ０ 月 〃 ２

中央支部 　　　〃 〃 〃 〃 １

北支部 　　　〃 〃 ８ 月 〃 １

清原支部 　　　〃 〃 ９ 月 〃 ２

城山支部 　　　〃 〃 1 ０ 月 〃 ２

上三川支部 　　　〃 〃 〃 上三川町 ２

上河内支部 　　　〃 〃 〃 宇都宮市 ２

チャリティゴルフ大会 令 和 ７ 年 １ ０ 月 宇都宮市 ８８

新年賀詞交歓会 令 和 ８ 年 １ 月 〃 １８７

役員県外視察研修会 〃 ２ 月 宮城方面 ―

東・中ブロック 県外視察研修会 令 和 ７ 年 １ １ 月 長野方面 ４０

西ブロック 　　　〃 〃 1 ２ 月 東京方面 ４０

北ブロック 　　　〃 令 和 ８ 年 １ 月 東京方面 ４６

西ブロック ボウリング大会 令 和 ８ 年 ３ 月 宇都宮市 ９５

東ブロック 　　　〃 〃 〃 〃 ４３

御幸平出支部 会員増強酒造懇談会 令 和 ７ 年 １ ２ 月 宇都宮市 １２

陽南幕田支部 役員新入会員交流会 令 和 ７ 年 １ ０ 月 〃 ２１

　　　〃　　　　　 県外視察研修会 〃 １ １ 月 福島方面 １８

西原花房支部 県外視察研修会 〃 １ １ 月 東京方面 ２４

河内支部 役員研修会 〃 １ １ 月 日光市 ５

上三川支部 ゴルフコンペ 令 和 ７ 年 ６ 月 芳賀郡 １９

　　　〃　　　　　 新春初詣 令 和 ８ 年 １ 月 福島県 １４

上河内支部 会員親睦チャリティゴルフ大会 令 和 ７ 年 １ ０ 月 宇都宮市 ２１

　　　〃　　　　　 役員忘年会 〃 １ ２ 月 〃 １１

　　　〃　　　　　 会員新年会 令 和 ８ 年 １ 月 〃 １５

女性部会

　フラワーアレンジメント研修会 令 和 ７ 年 １ ２ 月 宇都宮市 １６

　日帰り視察研修会 令 和 ８ 年 ３ 月 東京方面 １２

摘　　要

中止

人　　数行　　事　　名 開　催　年　月
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　　〇〇　　法法人人のの目目的的をを達達成成すするるたためめにに必必要要なな会会議議
　　　　　　　　（（公公益益・・収収益益にに資資すするる為為のの会会議議をを含含むむ））

開　催　地

通常総会 令 和 ７ 年 ６ 月 宇都宮市 １８３ 人

理事会 〃 ５ 月 〃 ４５

　　　〃　　　　　 〃 １ 1 月 〃 ４７

　　　〃　　　　　 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ４２

会計監査 令 和 ７ 年 ５ 月 〃 ４

正副会長会議 令 和 ７ 年 ５ 月 〃 １１

　　　〃　　　　　 〃 １ 1 月 〃 １２

　　　〃　　　　　 〃 １ ２ 月 〃 ７

　　　〃　　　　　 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 ９

　　　〃　　　　　 〃 〃 〃 １３

総務委員会 令 和 ７ 年 ５ 月 〃 １０

　　　〃　　　　　 〃 １ 1 月 〃 １１

　　　〃　　　　　 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 １１

支部長・委員長合同会議 令 和 ７ 年 ７ 月 〃 ３１

本部・支部・部会役員合同会議 〃 ８ 月 〃 ７６

魅力向上プロジェクト会議 〃 ５ 月 〃 ９

　　　〃　　　　　 〃 〃 〃 ８

　　　〃　　　　　 〃 ６ 月 〃 １０

　　　〃　　　　　 〃 ７ 月 〃 １１

　　　〃　　　　　 〃 〃 〃 １０

　　　〃　　　　　 〃 ８ 月 〃 １０

　　　〃　　　　　 〃 ９ 月 〃 １０

　　　〃　　　　　 〃 １ ０ 月 〃 ６

　　　〃　　　　　 〃 〃 〃 １０

　　　〃　　　　　 〃 １ 1 月 〃 １０

〃 １ ２ 月 〃 １４

支部合同役員会 令 和 ８ 年 ２ 月 〃 ３５

支部合同役員会 〃 〃 〃 ４０

支部合同役員会 〃 〃 〃 ２７

支部合同役員会 〃 〃 〃 ３３

支部合同役員会 〃 〃 〃 ２６

支部合同役員会 〃 ３ 月 〃 ２７

（マロニエ・御幸平出・河内・上河内支部）

（陽南幕田・雀宮・上三川支部）

（細谷戸祭・北・城山支部）

（駅東・石井横田・清原支部）

（さくら・西原花房支部）

摘　　要

支部長・委員長・部会長事務連絡会

（清住塙田・馬場宮園・中央支部）

人　　数開　催　年　月行　　事　　名
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開　催　地

細谷戸祭支部 　　役員総会 令 和 ７ 年 ５ 月 宇都宮市 １４ 人

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ９ 月 〃 １７

マロニエ支部 　　正副支部長会議 〃 ４ 月 〃 ５

　　　〃　　　　　 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 １６

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ９ 月 〃 １３

御幸平出支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 １６

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １１

駅東支部 　　正副支部長会議 〃 ４ 月 〃 ５

　　　〃　　　　　 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 １６

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １７

　　　〃　　　　　 　　正副支部長会議 令 和 ８ 年 ２ 月 〃 ４

石井横田支部 　　役員総会 令 和 ７ 年 ５ 月 〃 １６

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １８

陽南幕田支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 ２５

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 ２５

さくら支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 ２２

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １８

西原花房支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 １８

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １７

清住塙田支部 　　役員総会 〃 ４ 月 〃 １４

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １４

馬場宮園支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 ２１

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １９

中央支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 １３

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １７

北支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 ９

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １４

清原支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 １２

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ９ 月 〃 １５

城山支部 　　正副支部長会議 〃 ５ 月 〃 ５

　　　〃　　　　　 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 １８

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ ０ 月 〃 １６

雀宮支部 　　役員総会 〃 ５ 月 〃 １６

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ９ 月 〃 １２

河内支部 　　役員会 〃 ４ 月 〃 ４

　　　〃　　　　　 　　監査会 〃 ５ 月 〃 ３

　　　〃　　　　　 　　通常総会 〃 ５ 月 〃 １２

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ９ 月 〃 ６

上三川支部 　　監査会 〃 ５ 月 上三川町 ２

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ５ 月 〃 ８

　　　〃　　　　　 　　通常総会 〃 ６ 月 〃 ９

　　　〃　　　　　 　　正副支部長会議 〃 １ ０ 月 〃 ３

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ １ 月 〃 １４ 書面

行　　事　　名 開　催　年　月 人　　数 摘　　要
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開　催　地

上河内支部 　　監査会 令 和 ７ 年 ４ 月 宇都宮市 ２ 人

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ４ 月 〃 ９

　　　〃　　　　　 　　通常総会 〃 ６ 月 〃 １１

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ７ 月 〃 ９

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 １ １ 月 〃 ７

青年部会 　　監査会 令 和 ７ 年 ５ 月 〃 ５

　　　〃　　　　　 　　幹事会 〃 ５ 月 〃 １７

　　　〃　　　　　 　　定時総会 〃 ６ 月 〃 ３１

　　　〃　　　　　 　　正副部会長会議 〃 ８ 月 〃 １１

　　　〃　　　　　 〃 〃 １ ２ 月 〃 ９

　　　〃　　　　　 〃 令 和 ８ 年 ３ 月 〃 １２

女性部会 　　監査会 令 和 ７ 年 ４ 月 〃 ６

　　　〃　　　　　 　　会計委員会 〃 ４ 月 〃 ６

　　　〃　　　　　 　　正副部会長会議 〃 ５ 月 〃 ９

　　　〃　　　　　 〃 〃 ９ 月 〃 ８

　　　〃　　　　　 〃 〃 １ ２ 月 〃 １４

　　　〃　　　　　 　　役員会 〃 ５ 月 〃 ２４

　　　〃　　　　　 　　通常総会 〃 ６ 月 〃 ３３

宇都宮間税会総会 令 和 ７ 年 ６ 月 〃 １

租税教育推進協議会総会 〃 ５ 月 〃 １

関東信越税理士会総会 〃 ６ 月 〃 １

税務行政協力会総会 〃 ９ 月 〃 ２

行　　事　　名 開　催　年　月 人　　数 摘　　要
２２..　　厚厚生生関関係係

①①　　福福利利厚厚生生制制度度加加入入状状況況

②②　　生生活活習習慣慣病病予予防防健健診診

③③　　人人間間ドドッックク健健診診

110000..66％％

9988..22％％

9944..44％％

9955..77％％

1144,,995566万万円円

113388万万円円

55,,440000万万円円

件件数数

222266人人

宇宇都都宮宮東東病病院院・・宇宇都都宮宮記記念念病病院院

77年年44月月～～88年年33月月
栃栃木木県県保保健健衛衛生生事事業業団団・・宇宇都都宮宮東東病病院院・・

宇宇都都宮宮記記念念病病院院・・宇宇都都宮宮セセンントトララルルククリリニニッックク

健健　　　　　　診診　　　　　　施施　　　　　　設設実実施施年年月月

77年年44月月～～88年年33月月

実実施施年年月月 健健　　　　　　診診　　　　　　施施　　　　　　設設 件件数数

446688人人

痴痴 呆呆 介介 護護 保保 険険 制制 度度

医医 療療 保保 険険 制制 度度 （（ ＥＥ ＶＶ ＥＥ ＲＲ ））

ビビ ジジ ネネ スス ガガ ーー ドド

がが んん 保保 険険 制制 度度

330088社社

（（9999..66％％））

（（9955..88％％））

（（9966..00％％））

11,,118800社社

（（22,,001133件件））

663388社社

（（3322件件））

1177社社

（（669999件件））

6633,,222277万万円円

（（110066..00％％））

制制　　　　度度　　　　内内　　　　容容 加加入入法法人人数数 掛掛金金総総額額

経経 営営 者者 大大 型型 総総 合合 保保 障障 制制 度度

終終 身身 保保 障障 ププ ララ ンン

個個 人人 保保 障障 ププ ララ ンン ・・ 個個 人人 年年 金金

887788社社

――

（（個個人人加加入入））

加加入入法法人人

対対前前年年伸伸びび率率

9977..88％％

――

110022,,887722万万円円

（（9988..44％％））

（（9944..55％％））

44,,332277万万円円
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２２..　　厚厚生生関関係係

①①　　福福利利厚厚生生制制度度加加入入状状況況

②②　　生生活活習習慣慣病病予予防防健健診診

③③　　人人間間ドドッックク健健診診

110000..66％％

9988..22％％

9944..44％％

9955..77％％

1144,,995566万万円円

113388万万円円

55,,440000万万円円

件件数数

222266人人

宇宇都都宮宮東東病病院院・・宇宇都都宮宮記記念念病病院院

77年年44月月～～88年年33月月
栃栃木木県県保保健健衛衛生生事事業業団団・・宇宇都都宮宮東東病病院院・・

宇宇都都宮宮記記念念病病院院・・宇宇都都宮宮セセンントトララルルククリリニニッックク

健健　　　　　　診診　　　　　　施施　　　　　　設設実実施施年年月月

77年年44月月～～88年年33月月

実実施施年年月月 健健　　　　　　診診　　　　　　施施　　　　　　設設 件件数数

446688人人

痴痴 呆呆 介介 護護 保保 険険 制制 度度

医医 療療 保保 険険 制制 度度 （（ ＥＥ ＶＶ ＥＥ ＲＲ ））

ビビ ジジ ネネ スス ガガ ーー ドド

がが んん 保保 険険 制制 度度

330088社社

（（9999..66％％））

（（9955..88％％））

（（9966..00％％））

11,,118800社社

（（22,,001133件件））

663388社社

（（3322件件））

1177社社

（（669999件件））

6633,,222277万万円円

（（110066..00％％））

制制　　　　度度　　　　内内　　　　容容 加加入入法法人人数数 掛掛金金総総額額

経経 営営 者者 大大 型型 総総 合合 保保 障障 制制 度度

終終 身身 保保 障障 ププ ララ ンン

個個 人人 保保 障障 ププ ララ ンン ・・ 個個 人人 年年 金金

887788社社

――

（（個個人人加加入入））

加加入入法法人人

対対前前年年伸伸びび率率

9977..88％％

――

110022,,887722万万円円

（（9988..44％％））

（（9944..55％％））

44,,332277万万円円
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３．組 織 
 

令令和和７７年年度度 加加入入率率表表  
 
 

令和 8 年 3 月 31 日 
年月日 稼働法人数 会員数 加入率 

令和 7 年 3 月 31 日 12,806 社 6,008 社 46.9％ 

令和 8 年 3 月 31 日 12,933 社 5,997 社 46.4％ 

 
 
 

令令和和７７年年度度 会会員員異異動動状状況況  
 
 

年度 期首会員 当期入会 当期退会 期末会員 

令和 7 年度 6,008 社 217 社 228 社 5,997 社 
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３．組 織 
 

令令和和７７年年度度 加加入入率率表表  
 
 

令和 8 年 3 月 31 日 
年月日 稼働法人数 会員数 加入率 

令和 7 年 3 月 31 日 12,806 社 6,008 社 46.9％ 

令和 8 年 3 月 31 日 12,933 社 5,997 社 46.4％ 

 
 
 

令令和和７７年年度度 会会員員異異動動状状況況  
 
 

年度 期首会員 当期入会 当期退会 期末会員 

令和 7 年度 6,008 社 217 社 228 社 5,997 社 

 

（公社）宇都宮法人会　令和7年度

細　谷　戸　祭 社 社 社 社 社 社

マ 　ロ  ニ 　エ

御　幸　平　出

駅　　　　　東

石　井　横　田

陽　南　幕　田

さ　　く　　ら

西　原　花　房

清　住　塙　田

馬　場　宮　園

中　　　　　央

北

清　　　　　原

城　　　　　山

雀　　　　　宮

河　　　　　内

上　   三  　川

上　   河     内

合　　　計 社 社 社 社 社 社

支部別会員異動状況表

コード 支部名

(令和7年4月1日～令和8年3月末日）

増　　　　　加 減　　　　　少 期　　　末期　　　首

会　員　数 入　会 移　動 退　会 移　動 会　員　数
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事業報告附属明細書

令和７年度事業報告においては、「事業報告の内容を補足する重要な事項」に

該当するものはない。
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事業報告附属明細書

令和７年度事業報告においては、「事業報告の内容を補足する重要な事項」に

該当するものはない。

 
 
 
 
 
 
 

令令 和和 ７７ 年年 度度

決決 算算 報報 告告 書書
  

自 ： 令和７年４月 １日 
至 ： 令和８年３月３１日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

公公益益社社団団法法人人 宇宇都都宮宮法法人人会会  
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          退職給付引当資産

          備品買換引当資産

貸貸借借対対照照表表
令和 8年 3月31日現在

（単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

        流動資産合計

          現金預金

　　　　　貯蔵品 △ 373,811

　　　　　前払金 △ 74,626

          車両買換引当資産

          建物 △ 1,515,397

  ２．固定資産

    (1) 特定資産

          会館修繕引当資産

          会館再取得引当資産

          構築物 △ 12,870

        特定資産合計

    (2) その他固定資産

          建物付属設備 △ 431,145

          電話加入権

          敷金

          什器備品 △ 31,229

未払消費税等 △ 22,432

△ 56,962

  ２．固定負債

        その他固定資産合計 △ 1,990,641

        固定資産合計

        資産合計

Ⅱ　負債の部

  １．流動負債

          預り金 △ 41,630

        負債合計

          退職給付引当金

        固定負債合計

        指定正味財産合計

  ３．一般正味財産

  ２．指定正味財産

        負債及び正味財産合計

    (1)代替基金

    (2)その他一般正味財産

        一般正味財産合計

        正味財産合計

          未払金

        （うち特定資産への充当額）

Ⅲ　正味財産の部

  １．基金

          基金

        流動負債合計
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          リース料

          会場費
          広告宣伝費

          委託費

          支払負担金 △ 326,430
          支払寄付金

          諸謝金 △ 297,020
          租税公課

          賃借料
          保険料

          燃料費
          光熱水料費 △ 126,010

          通信運搬費
          減価償却費 △ 2,098

          会議費 △ 604,062
          旅費交通費

          福利厚生費 △ 338,426
          事務委託費

          給料手当 △ 872,804
          退職給付費用 △ 223,206

        事業費 △ 1,174,360
          役員報酬

    (2) 経常費用

          雑収益 △ 1,477,305
        経常収益計 △ 1,056,589

        雑収益 △ 1,417,424
          受取利息

        受取寄付金
          募金収益

          青年・女性部会受取負担金 △ 50,000
          受入人件費負担

        受取負担金
          受取負担金

          受取全法連助成金

　　　　　報奨金収入
△ 70,000　　　　　受取全法連補助金

        受取補助金等
          受取県連補助金

          会館賃貸事業収益

          会員親睦事業収益 △ 31,650
          事務手数料収益

          広報事業収益
          福利厚生事業収益 △ 432,000

          研修事業収益 △ 1,000

          正会員受取会費 △ 216,699
          賛助会員受取会費

        特定資産運用益

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部
    (1) 経常収益

        受取会費 △ 114,699

        事業収益 △ 442,650

正正味味財財産産増増減減計計算算書書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

（単位:円）
科        目 当年度 前年度 増  減

          特定資産受取利息

          消耗什器備品費

          修繕費
          印刷製本費

          消耗品費
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科        目 当年度 前年度 増  減

          雑費 △ 751,185

　※公益目的事業費率５８．７％＝公益目的事業費  43,602,241円÷経常費用　74,252,194円

          基金期末残高

          指定正味財産期末残高

          一般正味財産期末残高

        経常外費用計

Ⅳ　正味財産期末残高

          当期基金増減額
          基金期首残高

Ⅲ　基金増減の部

          当期指定正味財産増減額
          指定正味財産期首残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          当期一般正味財産増減額
          一般正味財産期首残高

          当期経常外増減額

        経常外収益計
    (2) 経常外費用

固定資産除却損

  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益

          評価損益等計 △ 119,102
          当期経常増減額

          評価損益等調整前当期経常増減額
        経常費用計 △ 2,445,887

          諸会費

          支払手数料
          新聞図書費 △ 5,194

          リース料
          事務所管理費

          会場費 △ 32,432
          渉外慶弔費 △ 342,597

          委託費

          保険料 △ 8,139
          租税公課
          支払負担金

          光熱水料費 △ 13,000
          賃借料

          印刷製本費 △ 548
          燃料費

          消耗品費
          修繕費

          減価償却費 △ 298

          旅費交通費 △ 9,701
          通信運搬費

          事務委託費
          会議費 △ 103,377

          退職給付費用 △ 31,794
          福利厚生費 △ 48,205

          役員報酬
          給料手当 △ 124,358

        管理費 △ 1,271,527

          新聞図書費
          雑費 △ 5,880

          事務所管理費
          支払手数料

          消耗什器備品費

          前期損益修正損 △ 119,102
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（うち負債に
対応する額）

　　　 少額資産については一括償却している。

　⑵　引当金の計上基準

　　　退職給付引当金・・・事務局職員の退職給付に備えるため、当期末において発生

　　 していると認められる額を、期末自己都合要支給額に基づいて計上している。

　⑶　消費税等の会計処理

　　　消費税込みで表示している。

　会館修繕引当資産

　車両買換引当資産

３　特定資産の財源等の内訳

科　　　　目 当期末残高

　退職給付引当資産

(うち指定正味
財産から充当)

財務諸表に対する注記及び附属明細書

１　重要な会計方針

　⑴　固定資産の減価償却について

　　　 建物・・・定額法による減価償却を実施している。

　　　 構築物、器具及び備品、車両運搬具・・・定率法により実施している。

合　　　　　計

２　特定資産の明細、増減額及びその残額

　　特定資産の明細、増減額及びその残額は次のとおりである。

科　　　　目 前期末残高

　退職給付引当資産

　備品買換引当資産

　会館再取得引当資産

目的使用 その他

　会館再取得引当資産

当期減少額

（うち一般正味
財産から充当）

当期減少額

４　引当金の明細

　　引当金の明細は、次のとおりである。

科　　　　　目

　会館修繕引当資産

　車両買換引当資産

退職給付引当金

期首残高 期末残高当期増加額

当期増加額

合　　　　　計

　備品買換引当資産
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取得年月

指定
正味財産

合　　　　計

　車両運搬具

　什器備品

建物付属設備

　構築物（看板）

　建　　　物

　建物（収益分）

合　　　計

５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

種類 残存価額 償却累積額取得価額 減価償却費

６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

交付者 前期残高 当期増額

 補助金
  県連補助金

当期減額 当期末残 記載区分補助金等の名称

一般
正味財産

一般
正味財産

一般
正味財産

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

 助成金
　全法連助成金

 補助金
　全法連補助金

　報奨金

（公財）
全法連

（公財）
全法連

（公財）
全法連

 助成金
　全法連助成金

（公財）
全法連

一般
正味財産（一社）

栃木県連

指定
正味財産
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   固定負債合計

  (固定負債)
退職給付引当金 職員に対するもの

     負債合計

     正味財産

  (流動負債)
未払金

   流動負債合計

未払消費税等
預り金 源泉所得税他

     資産合計

電話加入権 028-648-9466他 共用財産
敷金 建物保証金 共用財産

什器備品 コピー機他 共用財産

   固定資産合計

構築物 看板他 共用財産

    その他固定資産
建物 495㎡ 共用財産
建物付属設備 業務用空調機 共用財産

会館修繕引当資産 栃木銀行他 会館修繕費
車両買換引当資産 栃木銀行 車輌買換の為

会館再取得引当資産 足利銀行他 会館再取得の為

退職給付引当資産 足利銀行他 職員退職分
備品買換引当資産 足利銀行 備品買換の為

  (固定資産)
    特定資産

女性部会 期末残高

   流動資産合計

定期預金
貯蔵品

支部活動費 18支部期末残高
青年部会 期末残高

  郵便局
  栃木銀行三の沢

  東邦銀行
  烏山信用金庫

  栃木信用金庫
  鹿沼信用金庫

  足利銀行本店
  栃木銀行本店

財財産産目目録録
令和 8年 3月31日現在

（単位:円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

  (流動資産)

宇都宮法人会

現金 手元保管 運転資金として
預金 普通預金 運転資金として
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令和８年５月１５日

監監 査査 報報 告告 書書
公益社団法人 宇都宮法人会

会 長 黒本 淳之介 様
公益社団法人 宇都宮法人会

監 事 関 本 順 一 ㊞
監 事 中 村 和 子 ㊞
監 事 森 田 美支子 ㊞

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの令和７年事業年度の理事の職務の執行
の監査をいたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
各監事は、理事及び事務局職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努め、理事会に出席するとともに、理事及び事務局職員等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、主たる事
務所において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類
及びその附属明細書並びに財産目録について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正し
く示しているものと認めます。

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
計算書類及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認めます。

以 上
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令和８年５月１５日

監監 査査 報報 告告 書書
公益社団法人 宇都宮法人会

会 長 黒本 淳之介 様
公益社団法人 宇都宮法人会

監 事 関 本 順 一 ㊞
監 事 中 村 和 子 ㊞
監 事 森 田 美支子 ㊞

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの令和７年事業年度の理事の職務の執行
の監査をいたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
各監事は、理事及び事務局職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努め、理事会に出席するとともに、理事及び事務局職員等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、主たる事
務所において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類
及びその附属明細書並びに財産目録について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正し
く示しているものと認めます。

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
計算書類及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認めます。

以 上

第第二二号号議議案案

役役員員のの一一部部変変更更承承認認のの件件ににつついいてて

退 任 渡 邉 唯 正 ㈱足利銀行

選 任 渡 辺 信 行 ㈱足利銀行
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報報告告ⅰⅰ 令令和和８８年年度度事事業業計計画画並並びびにに収収支支予予算算報報告告

令令 和和 ８８ 年年 度度 事事 業業 計計 画画
（（自自：：令令和和８８年年４４月月１１日日 至至：：令令和和９９年年３３月月３３１１日日））

ⅠⅠ 活活動動のの基基本本方方針針

当法人会は、「良き経営者をめざすものの団体｣として「理想とする法人
会像（あるべき姿）」、「理念」、「行動規範」に則り会員企業経営者の資
質の向上、納税意識の向上並びに地域社会への貢献を図り、もって公益社団
法人としての使命を達成するため、事業計画に基づき積極的に事業活動を
展開する。
事業の実施にあたっては、「税」に関する活動に軸足を置きながら、組織・

財政基盤の強化を図るために会員増強に注力するとともに、地域の活性化に
も配意しつつ、以下の事業計画に掲げる諸施策に取り組むこととする。

ⅡⅡ 主主なな事事業業計計画画
１１．．内内部部体体制制のの整整備備 総総務務委委員員会会

公益法人指導監督基準に則った会の適正な運営を行うための諸施策を推
進すると共に、委員会・支部・部会等の事業活動が円滑に実施されるよう
財政面の調整を行う。

また、会財政の健全化、会運営の業務の効率化やデジタル化への検討・
諸施策を講じる。

２２．．組組織織のの充充実実･･強強化化 組組織織委委員員会会
法人会活動を充実させるためには、組織の基盤強化が重要であることか

ら会員数の維持・増加を図るための諸施策を実施する。
なお、本年度も「会員増強月間」、「退会防止月間」を設定し、関係機

関とも連携しながら、役員の率先した参画により未加入企業への加入勧奨
の推進を行うとともに退会防止策を講じる等、より効果的な対応策を展開
する。

３３．．各各種種研研修修会会・・講講演演会会のの開開催催 研研修修委委員員会会
税知識の一層の普及・啓発に努めることとし、会員企業を含めた多数

の市民を対象に、税務に関する幅広い知識の普及、税務コンプライアン
スの向上、及び経営財政を取り巻く諸問題の改善を目的とした研修会や
セミナーを開催する。そのほか、政治・経済学者、ジャーナリスト等に
よる社会情勢等に即したテーマの講演会（時局講演会）を開催する。
また、地域社会の活性化等を目的に会員及び一般市民を対象に、税理

士会宇都宮支部との共催による講演会（秋季講演会）を開催する。

４４．．税税制制にに関関すするる研研究究とと要要望望 税税制制委委員員会会
今年度も税制改正に関するアンケート調査を実施し、会員企業等から国税

及び地方税に関する意見・要望を収集し、その結果を取りまとめて県法連を
通じて全法連へ報告する。
また、全法連作成の税制改正提言書を基に、宇都宮市長、宇都宮市議会正

副議長、及び関係官庁に向けて提言していく活動を県連・全法連と連携して
進めていく。

５５．．広広報報活活動動のの推推進進 広広報報委委員員会会
会員及び一般企業等に対し、広報誌「宮びと」及びホームページを通じて、会

活動、税務関係情報等を周知するとともに、広報誌とホームページとの連動、
連携を図り、法人会の知名度の向上、会員増強のための広報など、対外広報
活動を積極的に推進する。
また、ホームページ内容の充実と適時の更新を図り、速報性と詳細性を活か

し、より一層の活用を図る。
さらに、添付書面も含めたｅ Ｔ の利用促進、キャッシュレス納付の利用拡

大等の諸広報に務める。
具体的には、以下の活動を行う。

広報誌「宮びと」を発行
税務当局、税理士会及び各種団体と連携し、情報を掲載
不特定多数の一般市民の閲覧に資するため、広報誌の公的機関等
への配布
会の認知度を高める対外広報の推進
ホームページで会活動の広報
ホームページの会員紹介サイトの拡充

６６．．福福利利厚厚生生制制度度のの推推進進 厚厚生生委委員員会会
「１社でも多くの会員企業を守りたい」という福利厚生制度創設時の理念

のもと、福利厚生制度受託会社と推進協力に努め、広く会員企業への普及
推進を図り事務手数料増加を目指して取り組む。
本年度においては、“ネクストチャレンジ１００”などの各種事業や各社独自

の施策に協力することで、以下の目標の達成を目指し、栃木県連を牽引す
る。

（（福福利利厚厚生生制制度度のの目目標標））
・・福福利利厚厚生生制制度度契契約約件件数数 １１，，００２２００件件

その他、会員企業の健康管理に寄与するため、指定病院等にて、生活習慣
病予防健診及び人間ドック健診の受診料の補助事業を実施する。

７７．．社社会会貢貢献献活活動動のの実実施施 社社会会貢貢献献活活動動委委員員会会
法人会の理念に則り、支部及び青年部会・女性部会の協力のもと、地域に

密着した種々の社会貢献活動を積極的かつ継続的に実施する。
なお、地域社会貢献活動で行うイベント等の際には、可能な限り税の啓

発活動を併せて実施する。
また、次世代を担う児童・生徒に税の仕組みを理解してもらうことを目的と

して、支部・部会を中心に宇都宮市内並びに上三川町の小学校を対象に「租
税教室」を継続して実施する。
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４４．．税税制制にに関関すするる研研究究とと要要望望 税税制制委委員員会会
今年度も税制改正に関するアンケート調査を実施し、会員企業等から国税

及び地方税に関する意見・要望を収集し、その結果を取りまとめて県法連を
通じて全法連へ報告する。
また、全法連作成の税制改正提言書を基に、宇都宮市長、宇都宮市議会正

副議長、及び関係官庁に向けて提言していく活動を県連・全法連と連携して
進めていく。

５５．．広広報報活活動動のの推推進進 広広報報委委員員会会
会員及び一般企業等に対し、広報誌「宮びと」及びホームページを通じて、会

活動、税務関係情報等を周知するとともに、広報誌とホームページとの連動、
連携を図り、法人会の知名度の向上、会員増強のための広報など、対外広報
活動を積極的に推進する。
また、ホームページ内容の充実と適時の更新を図り、速報性と詳細性を活か

し、より一層の活用を図る。
さらに、添付書面も含めたｅ Ｔ の利用促進、キャッシュレス納付の利用拡

大等の諸広報に務める。
具体的には、以下の活動を行う。

広報誌「宮びと」を発行
税務当局、税理士会及び各種団体と連携し、情報を掲載
不特定多数の一般市民の閲覧に資するため、広報誌の公的機関等
への配布
会の認知度を高める対外広報の推進
ホームページで会活動の広報
ホームページの会員紹介サイトの拡充

６６．．福福利利厚厚生生制制度度のの推推進進 厚厚生生委委員員会会
「１社でも多くの会員企業を守りたい」という福利厚生制度創設時の理念

のもと、福利厚生制度受託会社と推進協力に努め、広く会員企業への普及
推進を図り事務手数料増加を目指して取り組む。
本年度においては、“ネクストチャレンジ１００”などの各種事業や各社独自

の施策に協力することで、以下の目標の達成を目指し、栃木県連を牽引す
る。

（（福福利利厚厚生生制制度度のの目目標標））
・・福福利利厚厚生生制制度度契契約約件件数数 １１，，００２２００件件

その他、会員企業の健康管理に寄与するため、指定病院等にて、生活習慣
病予防健診及び人間ドック健診の受診料の補助事業を実施する。

７７．．社社会会貢貢献献活活動動のの実実施施 社社会会貢貢献献活活動動委委員員会会
法人会の理念に則り、支部及び青年部会・女性部会の協力のもと、地域に

密着した種々の社会貢献活動を積極的かつ継続的に実施する。
なお、地域社会貢献活動で行うイベント等の際には、可能な限り税の啓

発活動を併せて実施する。
また、次世代を担う児童・生徒に税の仕組みを理解してもらうことを目的と

して、支部・部会を中心に宇都宮市内並びに上三川町の小学校を対象に「租
税教室」を継続して実施する。

－ 31－



８８．．支支部部活活動動のの推推進進
当法人会の支部（１８支部）は、会員及び一般市民ができるだけ多く参加で

きるよう配慮しつつ、各種研修会や講演会等を開催し、税知識の普及、納税
意識の高揚、並びに地域企業の健全な発展に資する事業、地域社会への貢
献を目的とする諸事業等を積極的に推進する。

９９．．女女性性部部会会、、青青年年部部会会のの充充実実
「女性部会のあり方（指針）」に沿って、女性部会員の資質の向上と法人

会活動の充実・活性化に努める。
また、税の啓発活動として小学生対象の「税に関する絵はがきコンクー

ル」を実施するほか、障害者施設等に対する手作りの介護用品の寄贈等、
社会貢献活動を積極的に進める。

青年部会の活動の大きな柱である「租税教育活動」、「部会員増強活
動」、「財政健全化のための健康経営プロジェクト」について、積極的な展
開を図る。
また、税の啓発活動として小学生を対象に「税金ウルトラクイズ」を実施

する。

１１００．．そそのの他他のの事事項項
全法連が主催する法人会全国大会、税制セミナー等への参加。また県法

連が主催する、総会、理事会、委員会、事務局長会議及び各種研修会等へ
の参加。さらに、関係外部機関との連携協調の為、行政庁である栃木県をは
じめ、税務署・県税事務所・税理士会・その他関係機関（団体）との連絡協調
を一層密にする。
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○○公公１１　　税税関関連連事事業業
　　　　・税知識の普及を目的とする事業 （公益目的事業１－１）
　　　　・納税意識の高揚を目的とする事業 （公益目的事業１－２）
　　　　・税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業

（公益目的事業１－３）

開　催　地 主　催 摘　要

決算法人説明会 令 和 ８ 年 ５ 月 宇都宮市 本部

　　　　　〃 〃 〃 〃 〃

　　　　　〃 〃 ８ 月 〃 〃

　　　　　〃 〃 〃 〃 〃

　　　　　〃 〃 １ １ 月 〃 〃

　　　　　〃 〃 〃 〃 〃

　　　　　〃 令 和 ９ 年 ３ 月 〃 〃

　　　　　〃 〃 〃 〃 〃

新設法人説明会 令 和 ８ 年 ６ 月 宇都宮市 〃

　　　　　〃 〃 １ ０ 月 〃 〃

　　　　　〃 令 和 ９ 年 ２ 月 〃 〃

年末調整説明会 令 和 ８ 年 １ １ 月 宇都宮市 〃

[税実務セミナー]

令 和 ８ 年 ８ 月 宇都宮市 本部

法人税実務関係 〃 １ ０ 月 〃 〃

相続税実務関係 〃 １ ２ 月 〃 〃

広報事業（新聞広告）開催要項 下野新聞 〃

告知

中ブロック内支部役員会 宇都宮市 支部

東ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

河内ブロック　　 〃 〃 〃 〃

中ブロック会議 〃 〃 〃

東ブロック会議 〃 〃 〃

西ブロック会議 〃 〃 〃

北ブロック会議 〃 〃 〃

青年部会　税務研修会 令 和 ８ 年 ６ 月 宇都宮市 青年部会

　　　　　　　税金ウルトラクイズ 令 和 ９ 年 ２ 月 〃 〃

女性部会　税務研修会 令 和 ８ 年 ６ 月 〃 女性部会

　　〃　　　 税に関する絵はがき 〃 ７～９ 月 〃 〃

コンクール

　　〃　　　 新春税務研修会 令 和 ９ 年 １ 月 〃 〃

開　催　年　月行　　事　　名

毎月

随時

税制改正関係
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開　催　地 主　催 摘　要

広報委員会 令和 ８ 年 ６ 月 宇都宮市 本部

　　　　　〃 〃 ９ 月 〃 〃

　　　　　〃 〃 １ ２ 月 〃 〃

　　　　　〃 令和 ９ 年 ３ 月 〃 〃

広報事業（会報発行） 令和 ８ 年 ４ 月 宇都宮市 本部

　　　　　〃 〃 ７ 月 〃 〃

　　　　　〃 〃 １ ０ 月 〃 〃

　　　　　〃 令和 ９ 年 １ 月 〃 〃

広報事業 令和 ８ 年 １ ０ 月 〃 〃

広報事業（ホームページ広報活動）

租税教室（各支部・青年部会） 宇都宮市・ 各支部・

上三川町 青年部会

税の百人一首表彰 令和 ９ 年 １ 月 宇都宮市 行政協力会

税制委員会 令和 ８ 年 ４ 月 宇都宮市 本部

　　　　　〃 〃 ９ 月 〃 〃

　　　　　〃 〃 １ ２ 月 〃 〃

全国女性フォーラム 令和 ８ 年 ４ 月 埼玉県 全法連女性部会

全法連全国大会（税制改正提言） 〃 １ ０ 月 茨城県 全法連

全国青年の集い 〃 １ １ 月 島根県 全法連青年部会

○○公公２２　　地地域域企企業業のの健健全全なな発発展展にに資資すするる事事業業

開　催　地 主　催 摘　要

研修委員会 令和 ８ 年 ５ 月 宇都宮市 本部

　　　　　〃 〃 ９ 月 〃 〃

　　　　　〃 令和 ９ 年 ３ 月 〃 〃

[経理実務セミナー]

・初級経理実務セミナー 令和 ８ 年 ７ 月 宇都宮市 〃

[労務管理セミナー]

・社会保険・労働保険の実務と 〃 ６ 月 〃 〃

　ポイント

・ＡＩ基礎セミナー 令和 ９ 年 １ 月 〃 〃

[経営安定セミナー]

・経営安定セミナー 令和 ８ 年 ７ 月 〃 〃

行　　事　　名 開　催　年　月

毎月

行　　事　　名

随時

開　催　年　月
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開　催　地 主　催 摘　要

[人材育成研修]

・新入・若手社員ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ 令 和 ８ 年 ４ 月 宇都宮市 本部

〃 １ ０ 月 〃 〃

[パソコンセミナー]

・インターネット活用セミナー 令 和 ８ 年 ８ 月 宇都宮市 本部

・実務に役立つ！パソコン実務 令 和 ９ 年 ２ 月 〃 〃

研修

[インターネットセミナー]

　一般経営、法律、労務、人材

育成、健康、政治経済、著名人他

セミナー数７００講座以上

時局講演会 令 和 ８ 年 ９ 月 宇都宮市 本部

秋季講演会 〃 １ １ 月 〃 〃

国税局幹部講演会 〃 １ １ 月 〃 県税務連絡協議会

新聞広告

中ブロック内支部役員会 〃 支部

東ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

河内ブロック 　　〃 〃 〃 〃

中ブロック会議 令 和 ８ 年 ４ 月 〃 ブロック

東ブロック会議 〃 〃 〃 〃

西ブロック会議 〃 〃 〃 〃

北ブロック会議 〃 〃 〃 〃

中ブロック研修会 令 和 ８ 年 １ ２ 月 〃 〃

東ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

中ブロック新春講演会 令 和 ９ 年 月 〃 〃

東ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

上三川支部　　〃 令 和 ９ 年 １ 月 上三川町 支部

青年部会　局連合同セミナー 令 和 ８ 年 ９ 月 宇都宮市 県連青年部会

２～３

行　　事　　名 開　催　年　月

毎月

随時

通年

・営業社員のパワーアップセミナー
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○○公公３３　　地地域域社社会会へへのの貢貢献献をを目目的的ととすするる事事業業

開　催　地 主　催 摘　要

社会貢献活動委員会 令 和 ８ 年 ９ 月 宇都宮市 本部

　　　　　〃 〃 １ １ 月 〃 〃

　　　　　〃 令 和 ９ 年 ３ 月 〃 〃

チャリティ基金による備品寄贈 令 和 ９ 年 ２ 月 〃 〃

中ブロック内支部役員会 〃 支部

東ブロック　　　〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　〃 〃 〃 〃

河内ブロック 　〃 〃 〃 〃

細谷戸祭支部社会貢献事業 宇都宮市 支部

マロニエ支部　〃 〃 〃 〃

御幸平出支部 〃 〃 〃 〃

駅東支部 　　　〃 〃 〃 〃

石井横田支部 〃 〃 〃 〃

陽南幕田支部 〃 〃 〃 〃

さくら支部　　　〃 〃 〃 〃

西原花房支部 〃 〃 〃 〃

清住塙田支部 〃 〃 〃 〃

馬場宮園支部 〃 〃 〃 〃

中央支部　　　 〃 〃 〃 〃

北支部　　　　　〃 〃 〃 〃

清原支部 　　　〃 〃 〃 〃

城山支部 　　　〃 〃 〃 〃

雀宮支部 　　　〃 〃 〃 〃

河内支部　　　 〃 〃 〃 〃

上三川支部　　〃 〃 上三川町 〃

上河内支部　　〃 〃 宇都宮市 〃

フェスタｍｙ宇都宮出店参加 令 和 ８ 年 ５ 月 宇都宮市 青年部会・女性部会

女性部会病院寄贈用介護用品 〃 女性部会

作成会

　　　会議室、書庫）を事務所として月額２０万円（税込）で賃貸する。
　　　　賃借人は（一社）栃木県法人会連合会。賃貸期間は令和１５年３月３１日までである。

随時

開　催　年　月行　　事　　名

○○　　会会館館賃賃貸貸事事業業
　　　　当会が所有する宇都宮市鶴田２－２１－１４所在の建物（法人会館）の一部（事務室、

随時

随時
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○○　　会会員員のの福福利利厚厚生生にに資資すするる事事業業

開　催　地 主　催 摘　要

支部長・組織厚生合同会議 令 和 ８ 年 ７ 月 宇都宮市 本部

厚生委員会 〃 ４ 月 〃 〃

　　　　　〃 〃 ９ 月 〃 〃

　　　　　〃 令 和 ９ 年 ３ 月 〃 〃

福利厚生制度の推進 〃 〃

〃 〃 〃

○○　　会会員員のの交交流流・・増増強強にに資資すするるたためめのの事事業業

開　催　地 主　催 摘　要

組織委員会 令 和 ８ 年 ９ 月 宇都宮市 本部

　　　　　〃 〃 １ ２ 月 〃 〃

　　　　　〃 令 和 ９ 年 １ 月 〃 〃

退会防止運動月間 令 和 ８ 年 月 〃 〃

会員増強運動月間（第１次） 月 〃 〃

　　　　 〃　　　　　  （第２次） 令 和 ９ 年 月 〃 〃

本部・支部・部会役員合同会議 令 和 ８ 年 ８ 月 宇都宮市 〃

本部・支部・部会役員合同研修会 〃 １ ０ 月 〃 〃

チャリティゴルフ大会 〃 １ ０ 月 〃 〃

新年賀詞交歓会 令 和 ９ 年 １ 月 〃 〃

本部役員県外視察研修会 〃 ２ 月 未定 〃

会員増強推進事業 宇都宮市 〃

広報事業（税のしるべ購入） 〃 〃 〃

〃 〃 〃

中ブロック県外視察研修会 令 和 ８ 年 １ １ 月 未定 ブロック

東ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

中ブロック研修会 〃 １ ２ 月 宇都宮市 〃

東ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

東ブロックボウリング大会 令 和 ９ 年 ２ 月 〃 〃

西ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

中ブロック新春講演会 令 和 ９ 年 月 〃 〃

東ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　〃 〃 〃 〃 〃

2～3

10月～12

7～9

２～３

生活習慣病健診・人間ドック補助事業

行　　事　　名 開　催　年　月

随時

随時

とちぎ未来づくり財団との協賛事業

行　　事　　名 開　催　年　月
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開　催　地 主　催 摘　要

河内支部役員合同懇親会 令 和 ９ 年 ３ 月 宇都宮市 支部

　　〃　　　　会員還元事業 〃 〃

上三川支部新春初詣 令 和 ９ 年 １ 月 上三川町 〃

　　〃　　　　会員還元事業 〃 〃

上河内支部会員還元事業 〃 宇都宮市 〃

　　〃　　　　会員交流事業 令 和 ８ 年 １ ２ 月 〃 〃

　　〃　　　　　　　〃 令 和 ９ 年 １ 月 〃 〃

青年部会　会員交流事業 宇都宮市 青年部会

　  〃　　 　局連合同セミナー 令 和 ８ 年 ９ 月 〃 県連青年部会

　  〃　　 　全国青年の集い 〃 １ １ 月 島根県 全法連青年部会

女性部会　会員交流事業 宇都宮市 女性部会

　  〃　　 　全国女性フォーラム 令 和 ８ 年 ４ 月 埼玉県 全法連女性部会

　  〃　　 　視察研修会 〃 １ １ 月 未定 女性部会

　  〃　　 　新春税務研修会 令 和 ９ 年 ２ 月 宇都宮市 〃

　  〃　　 　ﾌﾗﾜｰｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ研修会 〃 〃

○○　　法法人人のの目目的的をを達達成成すするる為為にに必必要要なな事事業業

開　催　地 主　催 摘　要

通常総会 令 和 ８ 年 ６ 月 宇都宮市 本部

理事会 〃 ５ 月 〃 〃

　　〃 〃 １ １ 月 〃 〃

　　〃 令 和 ９ 年 ３ 月 〃 〃

会計監査 令 和 ８ 年 ５ 月 〃 〃

正副会長会議 令 和 ８ 年 ５ 月 宇都宮市 本部

　　〃 〃 １ １ 月 〃 〃

　　〃 令 和 ９ 年 ３ 月 〃 〃

支部長会議 令 和 ８ 年 ９ 月 〃 〃

　　〃 令 和 ９ 年 １ 月 〃 〃

総務委員会 令 和 ８ 年 ５ 月 〃 〃

　　〃 〃 １ １ 月 〃 〃

　　〃 令 和 ９ 年 ３ 月 〃 〃

中ブロック内支部役員総会 令 和 ８ 年 ５ 月 宇都宮市 支部

東ブロック　　　　〃 〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　　〃 〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　　〃 〃 〃 〃 〃

河内ブロック 　　〃 〃 〃 〃 〃

中ブロック内支部役員会 〃 〃

東ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

西ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

北ブロック　　　　〃 〃 〃 〃

河内ブロック　　 〃 〃 〃 〃

随時

随時

随時

随時

随時

行　　事　　名 開　催　年　月

随時

行　　事　　名 開　催　年　月
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開　催　地 主　催 摘　要

青年部会　幹事会 令 和 ８ 年 ５ 月 宇都宮市 青年部会

　  〃　　 　定時総会 〃 ６ 月 〃 〃

　  〃　　 　正副部会長会議 〃 〃

　  〃　　 　各委員会 〃 〃 〃

女性部会　役員会 令 和 ８ 年 ５ 月 〃 女性部会

　  〃　　 　通常総会 〃 ６ 月 〃 〃

　  〃　　 　正副部会長会議 〃 〃

　  〃　　 　各委員会 〃 〃 〃

宇都宮間税会総会 令 和 ８ 年 ４ 月 宇都宮市 他団体

宇都宮納税貯蓄組合連合会総会 〃 ５ 月 〃 〃

宇都宮青色申告会総会 〃 ５ 月 〃 〃

租税教育推進協議会総会 〃 ５ 月 〃 〃

関東信越税理士会総会 〃 ６ 月 〃 〃

宇都宮税務行政協力会総会 〃 ９ 月 〃 〃

行　　事　　名 開　催　年　月

随時

随時
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本年度予算 前年度予算 増  減 摘　　要

運用手数料

△ 94,000

△ 2,273,000

△ 200,000 セミナー受講料等

△ 43,000 広報誌掲載料等

△ 100,000 健診事務手数料

△ 1,930,000 会議・研修会懇親会費等

法人会館賃貸料

助成金A・Ｂ

△ 250,000 助成金A・B

総会懇親会費・部会年会費

△ 725,000

△ 750,000 総会・賀詞交歓会祝金等

△ 2,157,600

△ 6,631,358

△ 2,518,250

△ 223,125

△ 875,000

△ 1,320,000 会議諸費用

△ 1,216,700 委員会委員旅費

広報誌郵送料等

△ 19,659

コピー用紙等

広報誌等

△ 175,000

法人会館地代

△ 373,000 講演会講師謝金等

△ 190,312

△ 700,000 健診料負担金等

年間契約料

各会議・説明会会場代

          諸謝金

          租税公課

          支払負担金

　　　　　支払寄付金

          委託費

          会場費

          通信運搬費

　　　　　減価償却費

          消耗品費

　　　　　修繕費

          印刷製本費

          燃料費

　　　　　光熱水料費

          賃借料

          保険料

      ①事業費

          役員報酬

          給料手当

          臨時雇賃金

          退職給付費用

          福利厚生費

　　　　　事務委託費

          会議費

          旅費交通費

　　　　　受取負担金

　　　　　給与負担金収入

　　　⑥受取寄付金

　　　　　募金収益

      ⑦雑収益

          受取利息

　　　　　雑収益

        経常収益計

    (2) 経常費用

　　　　　会員親睦事業収益

　　　　　事務手数料収益

　　　　　会館賃貸料収益

　　　　　地域社会貢献事業収益

      ④受取補助金等

          受取全法連助成金

          栃法連補助金

　　　　　全法連報奨金

　　　⑤受取負担金

      ①特定資産運用益

          特定資産受取利息

　　　②受取会費

　　　　　正会員受取会費

　　　　　賛助会員受取会費

      ③事業収益

          研修事業収益

　　　　　広報事業収益

　　　　　福利厚生事業収益

令令和和８８年年度度　　収収支支予予算算書書（正味財産増減計算書）
自：令和8年 4月 1日　　　至：令和9年 3月31日

（単位:円）

科        目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益
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本年度予算 前年度予算 増  減 摘　　要

運用手数料

△ 94,000

△ 2,273,000

△ 200,000 セミナー受講料等

△ 43,000 広報誌掲載料等

△ 100,000 健診事務手数料

△ 1,930,000 会議・研修会懇親会費等

法人会館賃貸料

助成金A・Ｂ

△ 250,000 助成金A・B

総会懇親会費・部会年会費

△ 725,000

△ 750,000 総会・賀詞交歓会祝金等

△ 2,157,600

△ 6,631,358

△ 2,518,250

△ 223,125

△ 875,000

△ 1,320,000 会議諸費用

△ 1,216,700 委員会委員旅費

広報誌郵送料等

△ 19,659

コピー用紙等

広報誌等

△ 175,000

法人会館地代

△ 373,000 講演会講師謝金等

△ 190,312

△ 700,000 健診料負担金等

年間契約料

各会議・説明会会場代

          諸謝金

          租税公課

          支払負担金

　　　　　支払寄付金

          委託費

          会場費

          通信運搬費

　　　　　減価償却費

          消耗品費

　　　　　修繕費

          印刷製本費

          燃料費

　　　　　光熱水料費

          賃借料

          保険料

      ①事業費

          役員報酬

          給料手当

          臨時雇賃金

          退職給付費用

          福利厚生費

　　　　　事務委託費

          会議費

          旅費交通費

　　　　　受取負担金

　　　　　給与負担金収入

　　　⑥受取寄付金

　　　　　募金収益

      ⑦雑収益

          受取利息

　　　　　雑収益

        経常収益計

    (2) 経常費用

　　　　　会員親睦事業収益

　　　　　事務手数料収益

　　　　　会館賃貸料収益

　　　　　地域社会貢献事業収益

      ④受取補助金等

          受取全法連助成金

          栃法連補助金

　　　　　全法連報奨金

　　　⑤受取負担金

      ①特定資産運用益

          特定資産受取利息

　　　②受取会費

　　　　　正会員受取会費

　　　　　賛助会員受取会費

      ③事業収益

          研修事業収益

　　　　　広報事業収益

　　　　　福利厚生事業収益

令令和和８８年年度度　　収収支支予予算算書書（正味財産増減計算書）
自：令和8年 4月 1日　　　至：令和9年 3月31日

（単位:円）

科        目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

新聞掲載料

コピー機リース料等

銀行振込手数料等

△ 623,907

△ 359,750

△ 31,875

△ 125,000

総会・理事会等食事代

△ 212,600 委員会委員旅費

△ 2,808

△ 25,000

△ 27,187

△ 30,000

△ 100,000

法人会会館清掃代・警備代

△ 32,500

各会議・説明会会場代

△ 7,255,265

△ 1,581,931

△ 1,581,931

　　　　公益目的事業費　45,242,000÷経常費用　76,751,166 = 58.9%

          当期指定正味財産増減額

          指定正味財産期首残高

          指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

　※公益目的事業費割合

        経常外収益計

    (2) 経常外費用

        経常外費用計

          当期経常外増減額

　　　　他会計振替額

          当期一般正味財産増減額

          一般正味財産期首残高

          一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          支払手数料

          新聞図書費

　　　　　諸会費

　　　　　雑費

　　　　　会場費

        経常費用計

          当期経常増減額

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

　　　　　光熱水料費

          賃借料

          保険料

          租税公課

          支払負担金

　　　　　委託費

          渉外慶弔費

　　　　　リース料

　　　　　事務所管理費

　　　　　事務委託費

          会議費

          旅費交通費

          通信運搬費

　　　　　減価償却費

          消耗品費

　　　　　修繕費

          印刷製本費

          燃料費

　　　　　支払手数料

          新聞図書費

          雑費

      ②管理費

          役員報酬

          給料手当

          臨時雇賃金

          退職給付費用

          福利厚生費

　　　　　広告宣伝費

　　　　　リース料

　　　　　事務所管理費

本年度予算 前年度予算 増  減 摘　　要科        目
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報報告告ⅱⅱ 税税制制改改正正アアンンケケーートト実実施施状状況況報報告告

令令和和９９年年度度 税税制制改改正正提提言言ににかかかかるるアアンンケケーートト調調査査結結果果

（（一一社社））栃栃木木県県法法人人会会連連合合会会
対 象：単位会会員

回答者数：２０１社

問問１１ 【【回回答答者者のの肩肩書書】】

ああななたたはは法法人人会会のの役役員員でですすかか。。

（１）  役員

（２）  理事・監事以外 支部・地区役員、委員会・部会役員等 である

（３）  役員ではない

⑴ ⑵ ⑶

103 49 49

51.2 24.4 24.4

計

回答数 201

割合(％） 100.0

問問２２ 【【貴貴社社のの業業種種とと会会社社（（業業界界））のの景景気気】】

イイ 貴貴社社のの業業種種

（１） 製造業

（2） 建設業

（3） 運輸業

（4） 卸売業

（5） 小売業

（6） 飲食業

（7） 観光・宿泊業

（8） （6）、（7）以外のサービス業

（9） その他

計

回答数 58 44 3 16 19 3 7 35 16

割合(%)

上上記記（（９９））、、具具体体的的なな業業種種ををおお聞聞かかせせくくだだささいい。。

・・  金融機関(2 件) ・・ 福祉・介護

・・  金融業(4 件) ・・ 農業

・・  ソフトウェア開発業(2 件) ・・ 不動産業

・・  医療 ・・ (2)、(5)に該当

・・  歯科医師会 ・・ 複数業種該当（2）、（6）、（7）

ロロ 貴貴社社のの業業界界のの景景気気のの現現状状はは以以下下ののどどれれにに当当ててははままりりまますすかか。。

（１） よくなった

（2） 変わらない

（3） 悪くなった
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計

回答数

割合(%)

ハハ 貴貴社社のの業業種種をを含含めめ、、今今後後、、景景気気はは良良くくななるるとと思思いいまますすかか。。

（１） よくなると思う

（2） 変わらないと思う

（３） 悪くなると思う

計

回答数

割合(%)

ニニ 貴貴社社のの経経営営のの状状況況ににつついいてておおたたずずねねししまますす。。

物物価価高高やや深深刻刻化化すするる人人手手不不足足ななどど、、経経営営環環境境にに大大ききなな影影響響をを与与ええるる課課題題ががああ

りりまますすがが、、貴貴社社のの業業績績はは前前年年のの事事業業年年度度とと比比較較ししててどどのの程程度度影影響響ががあありりまましし

たたかか。。

（１） よくなった

（2） 変わらなかった

（3） 悪くなった

計

回答数

割合(%)

問問３３ 【【消消費費税税関関係係】】

政政府府はは、、給給付付付付きき税税額額控控除除とと併併行行ししてて２２年年間間、、食食料料品品のの消消費費税税率率ををゼゼロロににすするる方方

針針をを掲掲げげてていいまますす。。ままたた、、食食料料品品にに係係るる消消費費税税率率ををゼゼロロににししたた場場合合、、財財務務省省のの試試

算算にによよれればば約約５５兆兆円円のの財財源源がが必必要要ととししてていいまますすがが、、消消費費税税のの減減税税ににつついいてておおたたずず

ねねししまますす。

イイ 年年間間のの食食料料品品のの減減税税ににつついいててどどののよよううににおお考考ええでですすかか。。

（１） 減税には賛成である

（２） 減税には反対である

（３） その他

計

回答数

割合(%)

ロロ 前前述述イイでで ２２ とと答答ええたた方方ににおおたたずずねねししまますす。。具具体体的的なな理理由由等等ををおお聞聞かかせせくくだだささ

いい。。

・ 年間の期限では無く無期限で

・減税すると 年後は、更なる減税が必要となるかも。高額所得者の減税が多い

と考る。減税すると事務負担等が増加する。毎年定額減税、 月の控除額変更

（通勤費）本年の子供子育てと経理担当に毎年負担がかかり過ぎです。ヨーロ

ッパでは効果が得られなかったと聞きました。

報報告告ⅱⅱ 税税制制改改正正アアンンケケーートト実実施施状状況況報報告告

令令和和９９年年度度 税税制制改改正正提提言言ににかかかかるるアアンンケケーートト調調査査結結果果

（（一一社社））栃栃木木県県法法人人会会連連合合会会
対 象：単位会会員

回答者数：２０１社

問問１１ 【【回回答答者者のの肩肩書書】】

ああななたたはは法法人人会会のの役役員員でですすかか。。

（１）  役員

（２）  理事・監事以外 支部・地区役員、委員会・部会役員等 である

（３）  役員ではない

⑴ ⑵ ⑶

103 49 49

51.2 24.4 24.4

計

回答数 201

割合(％） 100.0

問問２２ 【【貴貴社社のの業業種種とと会会社社（（業業界界））のの景景気気】】

イイ 貴貴社社のの業業種種

（１） 製造業

（2） 建設業

（3） 運輸業

（4） 卸売業

（5） 小売業

（6） 飲食業

（7） 観光・宿泊業

（8） （6）、（7）以外のサービス業

（9） その他

計

回答数 58 44 3 16 19 3 7 35 16

割合(%)

上上記記（（９９））、、具具体体的的なな業業種種ををおお聞聞かかせせくくだだささいい。。

・・  金融機関(2 件) ・・ 福祉・介護

・・  金融業(4 件) ・・ 農業

・・  ソフトウェア開発業(2 件) ・・ 不動産業

・・  医療 ・・ (2)、(5)に該当

・・  歯科医師会 ・・ 複数業種該当（2）、（6）、（7）

ロロ 貴貴社社のの業業界界のの景景気気のの現現状状はは以以下下ののどどれれにに当当ててははままりりまますすかか。。

（１） よくなった

（2） 変わらない

（3） 悪くなった
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・経理、税務申告コストがかかり、恒久的ならまだしも時限手続きではデメリッ

トの方が多い。また、消費税をゼロにするというのが免税なのか、非課税なの

かで計算方法も変わり、専門家以外では消費税の計算自体が非常に困難となる

・総額表示の値札を貼り直す作業が大変である。 また、システム変更の手間が

かかる。

・公平に負担する観点から。所得税の減税と社会保険料の負担の低減が急務

・減った税金分はとのように同補填するのか？

・現在、消費税は社会保障の財源にもなっているので、現在必要なものは現在生

きている我々で賄うべきであり、減税して国債で賄うのは賛成できない。

・食料品に限った減税では、国民の消費意識の は限定的だと思うから。社会

保障費の見直しを先にするべきだと思う。

・減税しても増税に戻るなら、手続き（現場）が混乱する。減税よりも、他の支

出見直しの検討をお願いしたい。

・消費税導入の理念に立ち返った議論をすべきと思う。

・ 年間の期限という事の効果について疑問である。

・減税分は別の財源又は国債に頼ると思われる為

・二年後に増税するのではないか

・不足の財源の確保

・現場が混乱する

・食料品だけ 年間減税しても景気回復にはならない。赤字体質が膨らむので抜

本的な景気対策が必要である。

・将来の高齢化社会に対応するために必要な財源であるから

・食料品をしただけではあまり変わりない。消費税は必要

・他の財源が難しいと思うから

・国の財源不足になる

・予算組みが出来ない

・財源不足

・物価高騰は食料品以外も深刻な状況であり、食料品限定ではなく全ての消費税

を減税しないと景気の回復は見込めないのではないかと思う

・消費者の立場としては有難いが、その財源を確保するために会社にしわ寄せが

来ないか不安なので

・何らかのかたちで負担した財源の回収が必ず起こるから

・お客様はいいと思うが、会社としては払うことになる

・消費税がなくなっても値上げで同じ。準備大変。

・財源不足に陥って混乱することが明らかだから

・食品のみではなく一律減税を希望するため。

・期間限定なのに、初期投資がかかり過ぎる。

・食料品のみの減税では意味がないと思う。

・現在するための財源が確保されていない

・食品工場のため

・食料品の消費税 ％を免税にしたとしても実際に食料品価格が消費税分 ％下

がるとは考えられないため。 年後高止まりした価格に消費税が適用され現状

より更に価格が上がる可能性が高い。また、飲食店利用では消費税 ％が維持

されるので、飲食店離れなど業界には相当厳しい経営が予想される。 減税す

るのであれば、一律に税額を下げるほうが望ましいと考える。
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・食料品に係る消費税率をゼロにしても、物価高を押えることは出来ないと思う

し、消費税減税に必要な約 兆円の財源の確保が明確ではない。結果して苦し

むのは国民になる

・食料品でもより多くのお金を使う人から徴収できる税なので。それよりもお

米、塩、電気、水道、ガスなどの生活最低必需品をもっと安くするべき

・軽減税率に反対で二年間のみの減税には費用の割には効果がないと考えるから

・そもそも消費税に代わる国の財源が無いし、企業として事務手数が増える。

・物価高で、個人消費減少。流通量喚起には、使えるお金が必要。

・消費税の是非はともかく安定財源としての意義は大いにある。物価高対策や景

気対策としてなら消費税減税に関わらず他の税金を一時的に廃止するとか、商

品券的なものの配布等様々な方法があると思う。

・不足する財源の補填のしわ寄せは、まわりまわって結局のところ消費者の重荷

になる

のは明白。税金の使い方が消費者の目線であるかどうかの方が重要。

・ 兆円の補填分が不明確なまま減税を行った場合、結局何かしらの増税で賄う

はずであり、費用を掛けて迄減税する意味はない。

・ 年間という時限的措置にもかかわらず、減税に伴うシステム対応や事務手続

きの煩雑化等の負担が大きいと思料されるため 件

・社会を良くするためにはそれなりの財源が必要で、財源は有りすぎて悪いとい

うことはない。

・財政悪化による社会保障が悪化の可能性。二年間のためにシステム改修は多額

である。

・消費税の創設は他の税の減税があり実施されたもの、対応する財源が不明

・国の財源を減らすことより、その使用先を慎重に検討するべき

・国全体のことを考慮せず、政治家の人気取りに利用されている

・食料品だけすると、混乱や歪が発生する。するなら一律

・消費税が社会保障の財源と言う目的税であるため

・消費は変わらず、減税税収分の補填策が心配。

・食料品だけの減税では効果を期待できない

・財源をどこから確保するのか不安である

・税金よりも社会保険料の負担が大きい

・財源をどこの部門から捻出するのか？

・財政健全化が遠のく懸念があるため

・特定品目の減税は公平性に欠ける

・何らかの形で増税はあるから

・後がたいへんだと思うので

ハハ 前前述述イイでで とと答答ええたた方方ににおお伺伺いいししまますす。。

減減税税ににつついいててごご意意見見ががああれればばおお聞聞かかせせくくだだささいい。。

・消費税を無くしても意味が無いと思います。

・減税は賛成ですが、店内飲食は減税とならないのでどちらとも言えない。

・税金を にすれば解決するという問題はないと思う。

・減税には賛成ですが、お店側の事務管理の事を考えると一概には賛成とは言い

にくいです

・プラスマイナスどちらの影響も詳しく示されていないため現時点では判断でき

ない

・食品だけではなくすべて消費税廃止にするべきである

・今のままで良いと思います

・どちらとも言えない

・ 経済戦争に敗北している状態なので、戦後の税制に戻し、所得税、法人税、

を増税、無くして、個人消費喚起、一から出直す

・ 軽減税率やインボイス制度など今でも複雑な消費税がより複雑になるので、

一律 ％減税としたほうがいいと思う

・ 税金は、安易にいじらないのが良いと考えるから

・ 年後、もとに戻すのがたいへんだと思う。

・ 年限定という条件付きは

・ 決定事項に従うしかないので

二二 政政府府与与党党はは、、２２年年間間にに限限っっててのの消消費費税税のの減減税税後後はは、、給給付付付付きき税税額額控控除除をを導導入入

すするる方方針針をを掲掲げげてていいまますすがが、、給給付付付付きき税税額額控控除除ににつついいてておおたたずずねねししまますす。。

給給付付付付きき税税額額控控除除のの概概要要ははごご存存じじでですすかか。。

（１） 制度の内容は承知している

（２） おおよそのことは知っている

（３） 名称くらいしかわからない

（４） まったくわからない

計

回答数

割合(%)

ホホ 上上記記ニニでで（（１１））又又はは（（２２））とと答答ええたた方方ににおおたたずずねねししまますす。。

給給付付付付きき税税額額控控除除のの導導入入ににつついいててどどののよよううににおお考考ええでですすかか。。

（１） 制度の導入に賛成である。 

（２） 制度の導入には反対である。 

（３） その他 

計

回答数

割合(%)

へへ 給給付付付付きき税税額額控控除除ににつついいてて、、ごご意意見見ががああれればばおお聞聞かかせせくくだだささいい。。

・ 選挙公約は食品の消費税減税であった。論点のすり替えは良くない

所得再分配という名のばらまきはもうやめた方が良い

・ 賛成です

・ 消費税減税を行わず、給付付き税額控除へ移行すべきである

・ マイナンバーを使って極力行政コストを抑えてほしい

・ 事務手続きが大変になるのではないか

・ 中間層への手厚い控除を期待

・ 本当に必要な人に給付が行われることが望ましい。全国民一律に給付という

のは賛成できない
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ない

・食品だけではなくすべて消費税廃止にするべきである

・今のままで良いと思います

・どちらとも言えない

・ 経済戦争に敗北している状態なので、戦後の税制に戻し、所得税、法人税、

を増税、無くして、個人消費喚起、一から出直す

・ 軽減税率やインボイス制度など今でも複雑な消費税がより複雑になるので、

一律 ％減税としたほうがいいと思う

・ 税金は、安易にいじらないのが良いと考えるから

・ 年後、もとに戻すのがたいへんだと思う。

・ 年限定という条件付きは

・ 決定事項に従うしかないので

二二 政政府府与与党党はは、、２２年年間間にに限限っっててのの消消費費税税のの減減税税後後はは、、給給付付付付きき税税額額控控除除をを導導入入

すするる方方針針をを掲掲げげてていいまますすがが、、給給付付付付きき税税額額控控除除ににつついいてておおたたずずねねししまますす。。

給給付付付付きき税税額額控控除除のの概概要要ははごご存存じじでですすかか。。

（１） 制度の内容は承知している

（２） おおよそのことは知っている

（３） 名称くらいしかわからない

（４） まったくわからない

計

回答数

割合(%)

ホホ 上上記記ニニでで（（１１））又又はは（（２２））とと答答ええたた方方ににおおたたずずねねししまますす。。

給給付付付付きき税税額額控控除除のの導導入入ににつついいててどどののよよううににおお考考ええでですすかか。。

（１） 制度の導入に賛成である。 

（２） 制度の導入には反対である。 

（３） その他 

計

回答数

割合(%)

へへ 給給付付付付きき税税額額控控除除ににつついいてて、、ごご意意見見ががああれればばおお聞聞かかせせくくだだささいい。。

・ 選挙公約は食品の消費税減税であった。論点のすり替えは良くない

所得再分配という名のばらまきはもうやめた方が良い

・ 賛成です

・ 消費税減税を行わず、給付付き税額控除へ移行すべきである

・ マイナンバーを使って極力行政コストを抑えてほしい

・ 事務手続きが大変になるのではないか

・ 中間層への手厚い控除を期待

・ 本当に必要な人に給付が行われることが望ましい。全国民一律に給付という

のは賛成できない
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・ 制度執行に多くの時間と物件費および人件費を要し、コストがかかりすぎる

と思われる

・ 内容について、早く、解りやすく国民に周知すべきだと思う

・ 一時的（ 年間）にやるなら、経費と時間のムダであるから

・ 詳細がわからないので回答しようがない

・ 食料品に限らず、すべての物を対象としてもらいたい。国民の消費が上がる

と思う

・ 食料品、生活必需品の減税を行い、個人消費を喚起して景気浮揚に繋げて貰

いたい

・ 税金で集めて配るのではなく、初めから減税で良いのでは？

・ 減税同様、どちらの影響も詳しく審議検討してほしい

・ 関連コストがかかるため給付金のみが良いと考えます

・ 時限措置では、本質的な減税とは言えないため。

・ 給付の内容次第である。

・ 早く進めた方が良い

・ 前回の定額減税のように、最終段階の給付まで 年以上かかるようでは、効

果が薄いと思われる。事務手続きの簡略化により早期給付ができるなら賛成

である。

・ 税額控除には賛成するが、給付については正確な所得を把握したうえで公平

性の観

点から社会保障でのアプローチの方が良いと思う。

・ 内容が複雑そうで良く分からない。もっと国民に分かり易く説明するべき。

・ 減税には賛成だが煩雑な事務を回避するために一律の税率にするべきだ

・ 企業等の事務手間が増えるから良い精度ではない。

・ わかりにくいことは、国民には受けない。

・ 市区町村役場が個人の所得を把握しているので税額控除でなく給付金が良い

と思う。また、給付金については働けるのに働かないで生活している（親の

財産等）人には給付すべきでない。

・ 現在より複雑化することになるし、国民の 割以上が理解納得できる仕組み

を作らないと給付が受けられる受けられないで不平等だという不満が出てく

るのではないか？

・ 導入に向けての課題を明確にし、その対策ができるまでは安易に開始しない

ことが肝心と思う。特に政治的判断での見切り発車は失敗の元となる。

・ 格差の是正、とりわけ深刻な貧困に窮している人たちに早く実施すべきだ。

・ ○○補償で対応すれば済むこと 税制が複雑になる

・ 給付付き税額控除の明細を知りたいです

・ どう見ても複雑になる危険

・ 賛否があり難しいです

・ たいへん良いと思う、だから廃止するべきで個別物品税を復活させるべきだ

と思う
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トト 消消費費税税全全般般ににつついいてて見見直直ししがが必必要要とと思思わわれれるる方方ににおおたたずずねねししまますす。。

今今後後、、どどののよよううなな項項目目のの見見直直ししがが必必要要とと考考ええまますすかか（（複複数数回回答答可可））

（１） 消費税率の見直し（税率の一本化など） 

（２） 基準期間制度の見直し 

（３） 簡易課税制度、免税点制度の見直し 

（４） 二重課税の廃止（揮発油税、酒税など） 

（５） 税率の引き上げ 

（６） 税率の引下げ 

（７） その他 

（８） わからない 

計

回答数

割合(%)

チチ 上上記記トトでで とと回回答答さされれたた方方ににおおたたずずねねししまますす。。

具具体体的的ににははどどののよよううななここととをを要要望望ししたたいいでですすかか。。

・ 高すぎる

・ 複雑になりすぎているので簡単にしてほしい

・ インボイス制度の廃止

・ 所得税、法人税を、上げて、消費税をなくす。 戦後のシャウプ税制実施。

・ 消費税は廃止の方向で検討した方が良いと思う

・ 免税事業者の廃止

・ 「消費税」という名前を変えてこの税の負担者は消費者ではなくて事業者で

あることを周知すること。

・ 所得税の減税を進めその分消費税の税率を上げる

・ 仕組みそのもの

問問４４ 【【社社会会保保障障制制度度】】

今今後後、、最最もも充充実実ささせせるるべべきき社社会会保保障障はは次次ののううちちどどれれでですすかか。。

２２つつ以以内内でで選選んんででくくだだささいい

（１） 年金 

（２） 高齢者医療や介護 

（３） 子ども・子育て支援 

（４） 雇用の確保や失業対策 

（５） 生活保護 

（６） 健康の保持・増進 

（７） その他 

計

回答数

割合(%)
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上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・ 東京都と以外の地域の給与の格差が開き過ぎです。格差の解消が必要と考

えます。年金の変更はあまり､極端に行わないでください。

・ 子育て親が病気・ケガによる就労できない時への補償の充実。

歳以上の高度医療の廃止

・ 地域コミュニティの支援（自治会等）

・ 現役世代も含めた医療制度の充実

・ 生活保護は「生存権」にかかわることなので、その目的を見失うことなく

保護を必要としている国民が等しく受給できるように、慣習に紐づく仕組

みをブラッシュアップしていくべきだと思う。

問問５５ 【【賃賃上上げげ税税制制関関係係】】

イイ 賃賃上上げげ促促進進税税制制ははごご存存じじでですすかか。。

（１） 内容を良く理解し、知っていた。 

（２） 制度があることは知っているが、内容はよく解らない。 

（３） 制度自体を知らなかった。 

計

回答数

割合(%)

ロロ 貴貴社社のの賃賃上上げげ取取りり組組みみ状状況況ににつついいてておお尋尋ねねししまますす

（1） 税制措置が講じられなくても、賃上げを実施する予定・または実施した。 

（2） 税制措置が講じられことを機に、賃上げを実施する予定・または実施した。 

（3） 税制措置の期限内に賃上げを実施する予定である。 

（4） 賃上げを実施するか、現在検討中である。 

（5） 最低賃金の適用以外で賃上げを実施する予定はない。 

（6） その他 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・景気が良くないことから､賃上げできないのが、地方や中小企業と考えます。

東京都の上場企業と異なります

・家族経営だから

・定額昇給なので

・賃上げするほど利益出ない

ハハ 前前述述ロロでで（（５５））とと回回答答さされれたた方方ににおおたたずずねねししまますす。。

よよろろししけけれればば制制度度をを利利用用ししななかかっったた理理由由をを、、おお聞聞かかせせくくだだささいい。。

・給与の増加をさせることができなかった

・制度を利用するための知識がなかったため

・賃上げの余裕がない（ 件）
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・制度を十分理解していない為、どのような措置をうけられるか不明の為 件

・業績が良かったのと、人材流出を防ぐため

・毎年賃上げしてるから

・青色申告を提出していない 件

・この制度を利用する以前に、昇給等に充てようとしている利益を消費税と社会

保険料でとられてしまうため

・資金に賃上げする余裕はなく、また繰越欠損のため法人税は相殺されている

・社員が高齢化しているため

ニニ 前前述述ロロでで（（１１））（（２２））（（３３））とと回回答答さされれたた方方ににおおたたずずねねししまますす。。

賃賃上上げげのの内内容容はは次次ののいいずずれれでですすかか 複複数数回回答答可可

（1）定期昇給時に実施 

（２）ベースアップ 

（３）賞与 ・ 一時金の支給 

（４）新卒者の初任給の増額 

（５）再雇用者の賃金の増額 

（６）その他 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・ 最初の段階から、賃金を高めに設定していた

・ 最低賃金

・ 万円の壁が解消されたため

・ 財務状況を見ながら、不定期なベースアップを実施したい

ホホ 賃賃上上げげ促促進進税税制制全全般般ににつついいててごご意意見見ががああれればば、、おお聞聞かかせせくくだだささいい。。

・そもそもそんなことをする必要がない

・制度の継続を希望します

・中小企業では、なかなか支給額の増加を行えない

・政権によってやる、やらないとコロコロ変わるので、予測可能性を担保してほ

しい

・会社が手続きや申請をしなくても該当する会社には、法人税を一部控除してい

ただけるとありがたい

・赤字の企業でも恩恵のある賃上げ促進税制を考えて欲しい。赤字であっても社

員の生活のために賃上げを行わなければならず、倒産リスクがある為

・中小零細企業の状況をもっと知ってから取り組んでほしい

・賃上げの原資は企業の利益である業績が上がらない場合は賃上げもできない

・企業努力だけでは体力のない会社から淘汰されてしまうのでは

・わかりづらい

・要件の緩和と控除率の引き上げ

・今の政策で良いと思います

・そもそも赤字だとあまり意味がない

・人手不足に対応すべき賃上げが現実的な考え方となっている

・賃上げを決めるのは政府ではなくその企業です。大企業と中小企業は全く別物

です

・継続して欲しい

・赤字決算の為制度は適用できず。その他の制度をお願いしたい

・法人税以外も控除が適用できれば活用を検討する

・手取りを増やす方針で考えるべきである

・賃上げをするには顔者の利益も上げなければならない。しかし、税金等のつま

らない支払いが多いばかりで企業をつぶしている！

・もっと大胆に行わないと賃上げは難しい

・給与等の増加部分を法人税からの控除ではなく毎年消費税や社会保険料からの

控除とすべきだと思う

ヘヘ 賃賃上上げげ促促進進税税制制以以外外でで中中小小企企業業向向けけのの税税制制でで特特にに要要望望ししたたいい項項目目ににつついいてて、、

以以下下よよりり３３つつ以以内内でで選選んんででくくだだささいい。。

（１）法人税の中小企業者の軽減税率の特例（15％）のさらなる引き下げ 

（２）建物等の減価償却制度の定率法の対象拡大、償却期間の短縮化 

（３）役員給与の損金算入要件の緩和 

（定期同額給与の規定廃止、役員賞与の損金算入など）  

（４）雇用拡大・賃金引上げを促進する税制のさらなる拡充 

（５）社会保険税の企業負担軽減 

（６）固定資産税負担の軽減措置 

（7）よくわからない 

（8）その他 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・ 事業承継税制  

・ 前述の通り、赤字会社にも恩恵のある賃上げ促進税制を求めます。 

・ 消費税廃止と子供の教育 
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・人手不足に対応すべき賃上げが現実的な考え方となっている

・賃上げを決めるのは政府ではなくその企業です。大企業と中小企業は全く別物

です

・継続して欲しい

・赤字決算の為制度は適用できず。その他の制度をお願いしたい

・法人税以外も控除が適用できれば活用を検討する

・手取りを増やす方針で考えるべきである

・賃上げをするには顔者の利益も上げなければならない。しかし、税金等のつま

らない支払いが多いばかりで企業をつぶしている！

・もっと大胆に行わないと賃上げは難しい

・給与等の増加部分を法人税からの控除ではなく毎年消費税や社会保険料からの

控除とすべきだと思う

ヘヘ 賃賃上上げげ促促進進税税制制以以外外でで中中小小企企業業向向けけのの税税制制でで特特にに要要望望ししたたいい項項目目ににつついいてて、、

以以下下よよりり３３つつ以以内内でで選選んんででくくだだささいい。。

（１）法人税の中小企業者の軽減税率の特例（15％）のさらなる引き下げ 

（２）建物等の減価償却制度の定率法の対象拡大、償却期間の短縮化 

（３）役員給与の損金算入要件の緩和 

（定期同額給与の規定廃止、役員賞与の損金算入など）  

（４）雇用拡大・賃金引上げを促進する税制のさらなる拡充 

（５）社会保険税の企業負担軽減 

（６）固定資産税負担の軽減措置 

（7）よくわからない 

（8）その他 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・ 事業承継税制  

・ 前述の通り、赤字会社にも恩恵のある賃上げ促進税制を求めます。 

・ 消費税廃止と子供の教育 
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問問６６ 【【固固定定資資産産税税関関係係】】

ここのの制制度度ににつついいてておお聞聞ききししまますす。。 宇宇都都宮宮市市のの「「先先端端設設備備等等導導入入計計画画」」のの認認定定をを

受受けけたた設設備備にに対対ししてて、、賃賃上上げげ表表明明のの割割合合にに応応じじてて固固定定資資産産税税のの課課税税標標準準がが３３年年

ままたたはは５５年年軽軽減減さされれるる制制度度ににつついいてて

（１）賃上げとは切り離した制度にしてほしい 

（２）一定期間ゼロまたは減免期間を延長してほしい 

（３）老朽化した設備を更新する際にも使えるようにしてほしい 

（４）宇都宮市以外でも施行してほしい 

（5）その他 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・ 、

・ 、 を選択

・ から すべてを選択

・国の借金は国で払って下さい

問問７７ 【【財財政政のの健健全全化化】】

イイ わわがが国国のの財財政政ののあありり方方ににつついいてて、、将将来来世世代代へへのの負負担担のの先先送送りりをを回回避避すするるたた

めめ、、財財政政健健全全化化ををどどうう進進めめるるべべききとと考考ええまますすかか。。

（１）歳出削減と増税による歳入増で対応すべきである 

（２）歳出削減と歳入の自然増で対応すべきで増税はすべきでない 

（３）歳出構造を見直し、効果的な財政出動を行う（「賢い財政支出」） 

（４）その他（具体的なご意見があれば、お聞かせください。） 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・ 年金問題もですが、少子化が改善されれば、解決すると考えます。子供が増えて、働

き手が増加すれば、景気の好循環、税収増、年金、健康保険の負担軽減が図れると

考えます。 

・ 公的機関の過剰な人材を削減してほしい 

・ プライマリーバランスなどの赤字解消は必要ない 

・ 議員定数大幅削減 

・ 少子化下では、何をやっても無意味。少子化対策に真剣に向き合う以外方法なし 
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問問６６ 【【固固定定資資産産税税関関係係】】

ここのの制制度度ににつついいてておお聞聞ききししまますす。。 宇宇都都宮宮市市のの「「先先端端設設備備等等導導入入計計画画」」のの認認定定をを

受受けけたた設設備備にに対対ししてて、、賃賃上上げげ表表明明のの割割合合にに応応じじてて固固定定資資産産税税のの課課税税標標準準がが３３年年

ままたたはは５５年年軽軽減減さされれるる制制度度ににつついいてて

（１）賃上げとは切り離した制度にしてほしい 

（２）一定期間ゼロまたは減免期間を延長してほしい 

（３）老朽化した設備を更新する際にも使えるようにしてほしい 

（４）宇都宮市以外でも施行してほしい 

（5）その他 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・ 、

・ 、 を選択

・ から すべてを選択

・国の借金は国で払って下さい

問問７７ 【【財財政政のの健健全全化化】】

イイ わわがが国国のの財財政政ののあありり方方ににつついいてて、、将将来来世世代代へへのの負負担担のの先先送送りりをを回回避避すするるたた

めめ、、財財政政健健全全化化ををどどうう進進めめるるべべききとと考考ええまますすかか。。

（１）歳出削減と増税による歳入増で対応すべきである 

（２）歳出削減と歳入の自然増で対応すべきで増税はすべきでない 

（３）歳出構造を見直し、効果的な財政出動を行う（「賢い財政支出」） 

（４）その他（具体的なご意見があれば、お聞かせください。） 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・ 年金問題もですが、少子化が改善されれば、解決すると考えます。子供が増えて、働

き手が増加すれば、景気の好循環、税収増、年金、健康保険の負担軽減が図れると

考えます。 

・ 公的機関の過剰な人材を削減してほしい 

・ プライマリーバランスなどの赤字解消は必要ない 

・ 議員定数大幅削減 

・ 少子化下では、何をやっても無意味。少子化対策に真剣に向き合う以外方法なし 

ロロ 地地方方財財政政のの健健全全化化のの一一案案ととししてて、、都都道道府府県県とと市市区区町町村村がが条条例例にによよりり課課税税でできき

るる「「法法定定外外目目的的税税」」ががあありり、、使使途途がが明明確確にに定定めめらられれてていいるる点点がが特特徴徴のの税税金金がが

あありりまますす。。ここれれのの一一つつででああるる｢｢宿宿泊泊税税｣｣はは各各自自治治体体のの財財源源がが限限らられれてていいるるこことと

かからら、、観観光光振振興興をを目目的的にに導導入入がが増増ええるるとと考考ええらられれまますす。。

注注意意すすべべききはは、、都都道道府府県県とと市市区区町町村村そそれれぞぞれれでで課課税税すするるここととでで、、２２重重課課税税

ととななりり、、温温泉泉ののああるる宿宿泊泊施施設設にに泊泊ままるるとと入入湯湯税税がが課課税税さされれ３３種種課課税税、、ままたた、、

宿宿泊泊料料金金ににはは消消費費税税もも発発生生ししまますすののでで、、４４種種課課税税ににななるるとともも考考ええらられれまますす。。

ここれれににつついいてておおたたずずねねししまますす。。

（1）観光公害エリアに限定すればよい（オーバーツーリズム対策）

（2）全国で定額にすればよい 

（3）繁忙期のみに限定すればよい

（4）導入には反対 

計

回答数

割合(%)

問問８８ 【【地地方方税税関関係係】】

イイ 固固定定資資産産税税ににつついいてておおたたずずねねししまますす。。地地方方税税のの大大ききなな財財源源ででああるる固固定定資資産産税税

はは、、負負担担感感がが高高くく抜抜本本的的なな見見直直ししがが必必要要とと言言わわれれてておおりりまますす。。

見見直直すすべべきき項項目目をを つつ以以内内でで選選んんででくくだだささいい。。

（１）商業地等の宅地の評価方法を見直す 

（２）家屋の評価方法を見直す 

（３）償却資産（事業用資産）への課税は廃止を含めて見直す 

（４）免税点を引き上げる 

（５）申告時期を決算時期に合わせる 

（６）その他 

計

回答数

割合(%)

上上記記 「「そそのの他他」」のの具具体体的的なな意意見見

・市街化区域にある、田・畑への課税。調整区域と同率にすべき
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ロロ 地地方方税税のの以以下下のの税税目目ににつついいてて、、ごご意意見見等等ががああれればば記記載載ししててくくだだささいい。。

〇〇事事業業税税・・住住民民税税（（県県・・市市・・個個人人・・法法人人））

・ 事業税の税率引き下げ(2 件) 

・ 住民税 10％は若干高額である 

・ 事業によって課税されるかどうかを変えず、統一してほしい 

・ 安くなればその分を給与などにあてられます 

・ 鹿沼市は市県民税が高い 

・ 高いので税率を下げてほしい 

・ 税の無駄使いが無いよう、使途をしっかり監視してほしい 

 

〇〇固固定定資資産産税税

・ 税率の引き下げ(3 件) 

・ 毎年であり、都市部では高額となっている。 

・ 貸家建付地の軽減を見直すべき。老朽化した建物もこれがあるから、壊さない。 

・ 地方の財源であるが地区により評価が違うように思われる 

・ 増税はして欲しくない 

・ 現在の不透明な政界情勢のなかでは安定した売上の確保が難しいので納付日の 猶

予が欲しい 

・ 過疎地を特定して、減税する。 

・ 家屋の再建築価格の評価を廃止し、現在価値に統一するべきだ。 

・ 地方の土地の固定資産税を営業利益と連動させて変動してもらいたい。 

・ 個人資産に税を課さないでほしい。特に調整区域内の農地。相続にて他県の調整区

域内に田があるが農業を生業としていないので、農業委員会へ相談して国への返却

を試みたが返却できず、現在、生産性がなく税金だけを支払っている状態の為。賃金

を上げても納付額が上がり税金を支払うだけで、何も変わらない。 

 

〇〇都都市市計計画画税税

・ 固定資産税に一本化してほしい 

・ 安くなればその分を給与などにあてられます 

・ 廃止 

・ 実際、何に使われているのかが不明 

 

〇〇償償却却資資産産税税

・ 提出期限を所得税、法人税の申告期限にあわせてほしい。 

・ 償却資産は簿記上減価償却されるが償却資産税では別の計算方法が疑問 

・ 設備投資を増大させる為、段階的に減額か廃止すべき。 

・ 高いので税率を下げてほしい。 

・ 何らかの形で減らしてほしい 

・ 償却期間の短縮を望む 

・ 課税時期の見直し 

 

〇〇事事業業所所税税

・ 安くなればその分を給与などにあてられます 

・ 高いので税率を下げてほしい。 

・ やむを得ない税制度 
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問問９９ 【【個個人人所所得得課課税税、、法法人人課課税税、、資資産産課課税税、、消消費費課課税税関関係係】】

改改正正要要望望ががああれればば、、そそれれぞぞれれのの税税目目ににつついいてて記記載載ししててくくだだささいい。。

〇〇個個人人所所得得課課税税

・安くなればその分を給与などにあてられます

・年収 万円未満の若年者への課税は軽減した方が良いのではないか。その

分、資産、金利収入についての課税をすべきかと思う。

・高いので税率を下げてほしい 件

・中間層以下の税額の引き下げ

・寄付金控除の枠を拡げて貰いたい。

・応能負担に復帰、税率を上げる。累進。

・税の無駄使いが多くては、納税意欲も落ちる。

・賃金を上げても所得税率も一緒に上がるので、改善してほしい

・減税を望む

〇〇法法人人課課税税

・税率の引き下げ（ 件）

・安くなればその分を給与などにあてられます

・これ以上上げないでほしい

・地方税と国税を一体して、無駄の無い徴税を図って頂きたい。

・減税を希望（ 件）

・応能負担に復帰、税率を上げる。

・中小企業の法人所得税に関しては経常利益の もしくは を翌年に繰り延

べできるようして貰いたい。中小企業は経営が不安定なので賃上げや設備投資

に消極的にならざる得ないが経常利益が一定額繰り延べできればこれらに対応

でき経営の安定や景気対策にもなり結果的に税収は増えると考えられます。

・中小企業では企業業績が上がっても法人税が高いので従業員への賃金反映がな

かなか出来ない企業も多くある。結果、賃金をあげるのが難しい。

賃金を上げても従業員は所得税で支払う。この状況では何も変わらない。

・大企業からもっと取るべき

〇〇資資産産課課税税

・ 評価通達の法律化 

・ 安くなればその分を給与などにあてられます 

・ 相続税の廃止（マイナンバーができ所得隠しができにくいに、収入に対し所得税、 

 死んだら相続税、二重課税） 

・ 高いので税率を下げてほしい 

・ 何らかの形で減らしてほしい 

・ ある程度は仕方ないが増やして欲しくない 

・ 金融資産への課税は、売却益が出た時のみとし、持っているだけで課税するのは絶

対反対です。含み益は実質の益ではない。 

・ 固定資産税は何に使われているのか。普通税の為、税収の使途が定められていない 

 ので明確にしてほしい 
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〇〇消消費費課課税税

・ 無くす方向で検討願いたい 

・ 廃止すべき 

・ インボイスは廃止し、日本式インボイスに戻しましょう。届け出の時期を緩和しては如何

ですか。 

・ 税率の一本化 

・ 納付方法に「口座引き落とし」も作ってほしい。 

・ 食品も含めて、一律 10%にするべき。 

・ 安くなればその分を給与などにあてられます 

・ インボイス制度導入後も、消費税に関する帳簿の厳格な記帳要件を定めた法令が改 

 正されていない。帳簿記帳要件の簡略化を望む。 

・ 高いので税率を下げてほしい。 

・ 財源確保の観点から早めに戻すべきでは。 

・ 消費税を無くす。失われた 30 年を逆回転させる。消費税のなかった時代にもどす。 

 "所得税と法人税の 2本建にして、増税する。応能負担の金科玉条を推進する。" 

・ インボイス制度の見直し。 

・ 米、塩、味噌、醤油など生活に最低限必要なものを消費税 0％にして、その他は一律 

 10％とする。0％か 10％の税率  

・ 人件費を課税仕入とする 

問問１１００ 【【事事業業承承継継税税制制】】

イイ 中中小小企企業業のの事事業業承承継継をを促促進進すするるたためめ、、事事業業承承継継税税制制がが設設けけらられれてていいまますすがが、、

ここのの特特例例措措置置をを活活用用ししてていいまますすかか。。

（1）すでに活用している。 

（２）活用する予定である 

（３）活用しないで事業承継する又はした 

（４）事業承継を行う予定はない 

計

回答数

割合(%)

ロロ 事事業業承承継継税税制制ののあありり方方ににつついいててどどののよよううにに考考ええまますすかか。。

（１）現行で十分である 

（２）特例措置の本則制定または延長を求める 

（３）欧米主要国のように事業用財産を一般財産と切り離し、事業用資産の課税を 

免除する新たな制度の創設を求める

（４）わからない 

計

回答数

割合(%)
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問問１１１１ 税税全全般般ににつついいててののごご意意見見ががあありりままししたたららおお聞聞かかせせくくだだささいい。。

・ 税全般に言える事ですが、もっと分かりやすくしてほしい(2 件) 

・ 税の三原則を実践してください。複雑、不公平です。 

・ 農業者人口がここまで減少したのは、農業所得者の収入が年々減少しているにもかか

わらず補助金を増加させてこなかったことが原因と考えます。海外と同じように補助金

を増加させるべきです。現在、近隣の農家ではサラリーマンにし、農業の手伝いもさせ

ない家が増加しています。一大事でしょう､現在農家の経営者は、75 歳前後の者が若

手です。 

・ 専門家とそれ以外の方で、税についての考え方が大きく違い、誤解も多々見受けられ

る。憲法で納税義務が定められているように、税は全ての人間に関わるものなので、全

国民への租税教育の底上げが重要と考える。 

・ 将来の日本のために、とにかく、少子化対策に特化した税改正を求めます 

・ 収入はあまり増えてないのに税や物価は上がってます。増税より減税、無駄や仕組み 

 の改善を願います。 

・ 中小企業で賃金を昇給するための企業努力は大変な事であるのに昇給しても社会保

険税等で大幅に引かれてしまうと手取り額がわずかな金額になってしまう。手取り額増

やせるような税金の取り方をしてもらいたい 

・ 事業承継をスムーズに行うためにも、事業承継税制の拡充を望みます 

・ すべての税率が高いので、税率を下げてほしい 

・ 消費税廃止  

・ 応能負担の原則遵守 

・ 税は正しく有効に使ってほしい 

・ 滞納者には厳しく徴収処罰するべき 

・ 収入の多い一流企業から取るべきである 

・ 景気をまずよくするために、税のあり方をもう一度政府として考えるべきである。税金の 

 かけすぎ等 

・ 少子化対策して、歳入が増えないと何をやってもダメ。少子高齢化脱却以外、立ち直

る道なし。それができなければ、日本はいずれ滅びる 

・ 上場株式について、事業承継（条件付）の納税猶予の対象とする 

・ 日本でも格差の拡大が進んでいて将来的に社会が不安定な悪い方向へ進むのが気

がかりだ。貧困が世襲にならないよう教育費などを援助して、貧困から抜け出せるよう

にするべきだ。大企業の CEO等の様に不当な報酬を得ている人たちからは、高額な

税を負担してもらい、税による社会的な利益の再分配を図るのも、税制の大事な役目

だと思う。
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法人会の理念

 

法人会は税のオピニオンリーダーとして 

企業の発展を支援し 

地域の振興に寄与し 

国と社会の繁栄に貢献する 

経営者の団体である 

 

 

 






